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主 文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟の総費用は原告らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由  

第１ 請求の趣旨 5 

１ 第１事件 

大阪市長がＮに対し平成２９年２月２７日付けでした納骨堂経営許可処分

（大保第４９０号。以下「本件許可処分」という。）を取り消す。 

２ 第２事件 

(1) 大阪市長がＮに対し令和元年１１月２６日付けでした納骨堂経営変更許可10 

処分（大保環第１９－２６３５号（縮減）。以下「本件変更許可処分①」とい

う。）を取り消す。 

(2) 大阪市長がＮに対し令和元年１１月２６日付けでした納骨堂経営変更許可

処分（大保環第１９－２６３６号（拡張）。以下「本件変更許可処分②」とい

い、本件変更許可処分①と併せて「本件各変更許可処分」という。）を取り消15 

す。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

本件は、(1)大阪市長が、墓地、埋葬等に関する法律（以下「墓埋法」という。）

１０条１項に基づき、宗教法人であるＮに対してした本件許可処分（大阪市ｇ20 

区ｈｉ丁目ｊ番ｋ号〔地番を大阪市ｇ区ｈｉ丁目ｌ番ｕとする土地の一部。以

下「本件土地」という。〕における納骨堂〔以下「本件納骨堂」という。〕の経

営許可処分）について、本件納骨堂の付近に居住している原告らが、Ｎは経営

主体の適格性を欠くとともに、納骨堂の設置の必要性を満たしていないこと、

本件土地から３００ｍ以内に学校及び密集した人家があり、本件土地付近の生25 

活環境を著しく損なうおそれがあること等、墓埋法等に定める納骨堂経営許可
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に係る基準を満たしておらず違法であるなどと主張して、被告を相手に、本件

許可処分の取消しを求めるとともに（第１事件）、(2)大阪市長が墓埋法１０条

２項に基づきＮに対してした納骨堂経営変更許可処分（本件各変更許可処分）

について、原告Ｂ、原告Ｃ、原告Ｄ及び原告Ｅが、違法な本件許可処分を前提

とするものであって違法であるなどと主張して、被告を相手に、本件各変更許5 

可処分の取消しを求める事案（第２事件）である（以下、本件許可処分と本件

各変更許可処分を併せて「本件各処分」という。）。 

２ 差戻前の第一審から上告審判決までの経過 

(1) 差戻前の第一審 

ア 原告らほか４名は、平成２９年８月２５日に本件許可処分の取消しの訴10 

え（第１事件）を提起し、原告Ｃが代表取締役を務める株式会社Ｏ（以下

「別件会社」という。）は、同月２８日に本件許可処分の取消しの訴え（大

阪地方裁判所平成２９年（行ウ）第１５０号。以下「別件」という。）を提

起した。 

イ 原告Ｂ、原告Ｃ、原告Ｄ、原告Ｅほか１名及び別件会社は、令和２年５15 

月２２日に本件各変更許可処分の取消しの訴え（第２事件。以下、第１事

件、別件及び第２事件を併せて「本件訴え」という。）を提起した。 

ウ 大阪地方裁判所は、令和３年５月２０日、本件訴えについて、原告らほ

か３名及び別件会社には本件各処分の取消しを求める原告適格は認められ

ず、本件訴えは不適法であるとして、本件訴えをいずれも却下する旨の判20 

決をした。これに対し、原告ら及び別件会社が控訴した。 

(2) 控訴審 

大阪高等裁判所は、令和４年２月１０日、本件納骨堂からおおむね３００

ｍ以内の場所に敷地がある人家に居住する者は、本件各処分の取消しを求め

る原告適格を有するとして、①原告らの控訴について、差戻前の第一審判決25 

のうち原告らに係る部分を取り消し、同部分に係る訴えを大阪地方裁判所に



 

- 3 - 

差し戻し、②別件会社の控訴を棄却する旨の判決をした。これに対し、被告

が上告をした。 

(3) 上告審 

最高裁判所は、被告の上告を受理した上で、令和５年５月９日、控訴審の

上記(2)の判断は結論において是認することができるとして、被告の上告を棄5 

却する旨の判決をした（最高裁令和５年５月９日第三小法廷判決・民集７７

巻４号８５９頁。以下、この判決を「最高裁令和５年判決」という。）。 

３ 関係法令等の定め 

(1) 墓埋法 

ア 目的 10 

墓埋法１条は、この法律は、墓地、納骨堂又は火葬場（以下「墓地等」と

いう。）の管理及び埋葬等が、国民の宗教的感情に適合し、かつ、公衆衛生

その他公共の福祉の見地から、支障なく行われることを目的とする旨規定

する。 

イ 墓地、納骨堂、火葬場 15 

墓埋法２条５項は、「墓地」とは、墳墓を設けるために、墓地として都道

府県知事（市又は特別区にあっては、市長又は区長。以下「都道府県知事

等」という。）の許可を受けた区域をいう旨規定し、同条６項は、「納骨

堂」とは、他人の委託を受けて焼骨を収蔵するために、納骨堂として都道

府県知事等の許可を受けた施設をいう旨規定し、同条７項は、「火葬場」20 

とは、火葬を行うために、火葬場として都道府県知事等の許可を受けた施

設をいう旨規定する。 

ウ 墓地等の経営許可等 

墓埋法１０条１項は、墓地等を経営しようとする者は、都道府県知事等

の許可を受けなければならない旨規定し、同条２項は、同条１項の規定に25 

より設けた墓地の区域又は納骨堂若しくは火葬場の施設を変更し、又は墓
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地等を廃止しようとする者も、同様とする旨規定する。 

(2) 大阪市墓地、埋葬等に関する法律施行細則（昭和３１年規則第７９号。以

下「本件細則」という。乙１） 

別紙１のとおりである。 

(3) 墓地・納骨堂・火葬場関係事務取扱要領（乙１２） 5 

別紙２のとおりである。 

(4) 納骨堂経営等許可に関する審査基準（以下「本件審査基準」という。乙２） 

別紙３のとおりである。 

(5) 墓地経営等許可に係る審査基準（甲２０） 

別紙４の「審査基準」欄のとおりである。 10 

(6) 「墓地経営等許可に関する審査基準」運用指針（平成２３年１２月６日差

替版。以下「墓地運用指針」という。乙１４） 

別紙５のとおりである。 

(7) 「納骨堂経営等許可に関する審査基準」運用指針（以下「納骨堂運用指針」

という。甲７６〔２４～２８頁〕） 15 

別紙６のとおりである。ただし、後述するとおり、被告において納骨堂運

用指針が定められたか否かについては、当事者間に争いがある。 

４ 前提事実 

当事者間に争いがない事実、各項掲記の証拠（証拠番号は特記しない限り枝

番号を含む。以下同じ。）及び弁論の全趣旨により容易に認められる事実は、20 

次のとおりである。 

(1) 当事者等 

ア 原告ら 

(ｱ) 原告Ｂ及び原告Ｅ（甲６～８、１５、７４、８７、１７４） 

原告Ｂ及び原告Ｅは、本件土地から直線距離で約１０ｍの位置に所在25 

する区分所有建物の区分所有者であり、同所に居住している。 
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(ｲ) 原告Ｃ（甲５、６、１５、８８） 

原告Ｃは、別件会社の代表取締役であり、別件会社が所有する本件土

地の東側に隣接して所在する土地建物に居住している。 

(ｳ) 原告Ｄ（甲６、１４、１５） 

原告Ｄは、本件土地から直線距離で約９４ｍの位置に所在する土地建5 

物を所有し、同所に居住している。 

(ｴ) 原告Ｆ（甲６、１２、１５、１６、９１） 

原告Ｆは、本件土地の南側に隣接して所在する土地建物を所有し、同

所に居住している。 

(ｵ) 原告Ｇ（甲６、１３、１５） 10 

原告Ｇは、本件土地から直線距離で約４３ｍの位置に所在する土地建

物を長男と共有し、同所に居住している。 

(ｶ) 本件土地周辺の状況（甲１７９、乙７） 

本件土地及び上記(ｱ)～(ｵ)の各土地建物は、いずれも都市計画法上の

第一種住居地域内に存在し、本件土地から約１４５ｍの場所には、Ｐ小15 

学校が存在する。 

イ 被告 

(ｱ) 大阪市長 

被告は、普通地方公共団体であり、その長である大阪市長は、墓埋法

１０条１項により、墓地等の経営の許可等の権限を有する者である。 20 

(ｲ) 環境衛生監視課、生活衛生課（甲４、４３、７６、９２、９３、１４

９、１５０、乙２１～２４） 

被告の健康局保健所環境衛生監視課（以下「環境衛生監視課」という。）

は、その事務分掌として、墓埋法その他環境衛生関係法令に基づく営業

許可、届出、監視指導等に関すること等を所管している。環境衛生監視25 

課の事務所は、大阪市ｎ区ｏ町ｐ丁目地内にあるオフィスビル「Ｑビル」
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（以下「本件ビル」という。）１０階に所在しており、平成２８年ないし

平成２９年当時、Ｈ及びＩは、環境衛生監視課の職員であった。 

また、被告の健康局健康推進部生活衛生課（以下「生活衛生課」とい

う。）は、その事務分掌として、墓埋法その他環境衛生関係法令に基づ

く営業許可、届出等に関する規程を策定すること等を所管している。 5 

ウ Ｎ（甲１、２、１７３） 

Ｎは、昭和２８年９月４日に設立された、眞言宗Ｕ派（以下「Ｕ派」とい

う。）を包括団体とする宗教法人であり、大阪府門真市ｑ町に主たる事務

所があり、「阿弥陀如来を本尊とし、天平１３年聖武天皇Ｕ創建の詔勅に

基き宗祖弘法大教立教開宗の教旨に則りＶ経を所依の経典としてこの教義10 

をひろめ儀式行事を行い、信者を教化育成しその他この寺院目的を達成す

るための業務及び事業を行うこと」、「霊園事業（大阪府四條畷市ｒに所

在するＮＲ霊園の経営）」を目的としている。Ｎの代表役員は、Ｊであり、

ＪはＵ派の代表役員でもある。 

(2) Ｎによる本件土地の取得（甲１７、８５） 15 

Ｎは、平成２８年４月２０日、本件土地をＮの責任役員であったＫから売

買により取得し、所有権移転登記を経由した。 

(3) Ｎの従たる事務所の設置（甲２、１７、２９、８４、１００、１１２、乙１

１） 

Ｎは、平成２８年１１月１１日頃、本件土地上に軽量鉄骨造の建物（以下20 

「本件プレハブ建物」という。）を建設して「Ｎｈ別院」との表札を掲示し、

同年１２月８日、大阪府知事より、本件土地に従たる事務所を設置する旨の

規則変更の認証を受けるとともに、本件土地の地目を宅地から境内地に変更

し、同月１２日に地目変更登記を経由し、同月１４日付けで本件土地を従た

る事務所として登記した。 25 

(4) Ｎによる納骨堂経営許可申請（乙４、５） 
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ア 納骨堂経営許可の申請 

Ｎは、平成２９年１月１７日、大阪市長に対し、概要次のような内容の

納骨堂経営許可申請書（以下「本件申請書」という。）を提出し、本件納骨

堂の経営許可申請（以下「本件申請」という。）をした。 

(ｱ) 墓地等の名称  Ｎｈ別院納骨堂（本件納骨堂） 5 

(ｲ) 墓地等の所在地  大阪市ｇ区ｈｉ丁目ｌ番ｕ（本件土地） 

(ｳ) 墓地等の敷地面積  ６０５㎡ 

(ｴ) 建築面積  ２８１．３２㎡ 

(ｵ) 建物構造  鉄筋コンクリート造 

イ 本件申請における提出書類（乙４、５、８） 10 

Ｎは、平成２９年１月１７日、本件申請を行うに当たり、本件申請書と

ともに、次の添付書類を提出した（以下、本件申請書及び添付書類を併せ

て「本件申請書類」という。）。 

(ｱ) 本件土地及び本件納骨堂の各図面（立面図、各階平面図等） 

なお、上記各図面には、本件納骨堂が鉄筋コンクリート造の地上６階15 

建てで、高さが２４．５ｍであること、１階に主に寺務室、ロビー及び

参拝室、２階に主に法要室、ロビー及びオープンスペース、３～５階に

主に参拝室及び納骨搬送機室、６階に主に参拝室、納骨搬送機室及び本

堂が設けられること、納骨搬送機室内に設置される搬送式納骨堂格納基

数は合計で６１０１基であること、出入口扉は全て防火設備とし、施錠20 

付きとすること等が記載されていた。 

(ｲ) 納骨堂の周囲３００ｍ以内の地形の状況を表した図面（地図） 

(ｳ) 本件土地の全部事項証明書 

なお、本件土地の全部事項証明書によれば、本件土地には、平成２７

年９月１日、極度額を２億６４００万円、債務者を株式会社Ｓ、根抵当25 

権者をＴ信用組合とする根抵当権が設定されたが、この根抵当権は、Ｎ
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が本件土地を取得した平成２８年４月２０日に放棄により抹消され、そ

の後、新たな担保物権は設定されていない。 

(ｴ) Ｎの履歴事項全部証明書、Ｎ規則（宗教法人法１２条１項が定める規

則）の写し、同規則の変更事項を示す書類 

(ｵ) 住民対応に関する誓約書 5 

(ｶ) 「別院（納骨堂）建立への要望書」と題する書面、総代会議事録、責

任役員会議事録等 

(ｷ) 檀信徒名簿の写し 

なお、上記檀信徒名簿（以下「本件檀信徒名簿」という。）の写しに

は、「檀信徒」欄に６２６９名の氏名が、「御住所」欄に６２６９名の住10 

所が記載されているが、「御連絡先」欄は空白となっている。 

(5) 本件許可処分（甲１） 

大阪市長は、平成２９年２月２７日付けで、Ｎに対し、墓埋法１０条１項

に基づき、本件申請を許可する旨の処分（本件許可処分）をした。 

(6) 納骨堂経営変更許可申請及び同申請に対する本件各変更許可処分等 15 

ア 本件変更許可処分①（乙１７） 

Ｎは、令和元年１０月１８日、大阪市長に対し、納骨堂の縮減（１階納

骨室の廃止）を内容とする納骨堂経営変更許可申請を行い、大阪市長は、

同年１１月２６日、納骨堂経営変更許可処分（大保環第１９－２６３５号。

本件変更許可処分①）をした。 20 

イ 本件変更許可処分②（乙１９） 

Ｎは、令和元年１１月１８日、大阪市長に対し、納骨堂の拡張（拡張す

る施設面積３８．０㎡）を内容とする納骨堂経営変更許可申請を行い、大

阪市長は、同月２６日、納骨堂経営変更許可処分（大保環第１９－２６３

６号。本件変更許可処分②）をした。 25 

ウ 納骨堂経営許可事項変更届（乙１８） 
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Ｎは、令和元年１０月１８日、大阪市長に対し、搬送式納骨堂格納基数

が６１０１基から６０９９基に減少したため、納骨堂経営許可事項変更届

を提出し、大阪市長は、同年１１月２６日、これを受理した。 

(7) 本件納骨堂の完成（甲新１９） 

本件納骨堂は、令和元年１１月２２日に完成した。本件納骨堂には、抵当5 

権等の担保物権は設定されていない。 

５ 争点 

(1) 原告適格の有無（争点１・本案前の争点） 

(2) 本件各処分の適法性（争点２・本案の争点） 

６ 争点に関する当事者の主張 10 

(1) 争点１（原告適格の有無）について 

（原告らの主張） 

墓埋法等の趣旨及び目的、周辺住民が被る不利益の性質及び内容等を考

慮すると、本件許可処分の根拠法令である墓埋法１０条１項や、墓埋法と

目的を共通にする本件細則や本件審査基準といった関係法令は、本件細則15 

及び本件審査基準が規定する距離制限規定の範囲内の周辺住民、すなわち、

納骨堂設置予定地から３００ｍ以内の周辺住民については、(ｱ) 納骨堂周

辺に居住又は勤務する者の生活環境に関する利益（従前の生活環境〔宗教

的感情と適合した生活環境を含む。〕を享受する利益、公衆衛生上の被害

を受けない利益、その他の健康被害や精神的苦痛を受けない利益を含む。）、20 

(ｲ) 納骨堂周辺に居住又は勤務する者の生命、身体の安全に関する利益、

(ｳ) 納骨堂周辺に不動産を所有する者の財産的利益（火災による所有権の

侵害を免れる利益、当該不動産価格の下落を受けない利益）を個々人の個

別的利益として保護していると解すべきである。そして、原告らは、本件

土地の１～９４ｍ以内の範囲に居住し、原告Ｃを除く原告らは、上記範囲25 

に土地建物又は建物を所有している。 
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したがって、原告らは、本件各処分の取消しを求めるにつき法律上の利

益を有する者であるから、原告適格が認められる。 

（被告の主張） 

墓埋法等の趣旨及び目的、周辺住民が被る不利益の性質及び内容等を考慮

すると、本件許可処分の根拠法令である墓埋法１０条１項、本件各変更許可5 

処分の根拠法令である同条２項は、原告らが主張する上記各利益を個々人の

個別的利益として保護する趣旨ではなく、仮に、本件細則及び本件審査基準

が「関係法令」に当たるとしてその趣旨及び目的を参酌したとしても、墓埋

法１０条１項又は２項は、原告らが主張する上記各利益を個々人の個別的利

益として保護する趣旨とは解されない上、原告らが主張する不利益が生ずる10 

とは認められないから、原告らは、本件各処分の取消しを求めるにつき法律

上の利益を有する者であるとはいえず、原告適格を有しない。 

(2) 争点２（本件各処分の適法性）について 

（被告の主張） 

ア 判断枠組みについて 15 

(ｱ) 判断枠組み 

墓埋法１０条１項が納骨堂経営等の許可要件について特に規定してい

ないこと、同条の趣旨に鑑みれば、都道府県知事等が行った納骨堂経営

許可は、その許否の判断に裁量権の範囲の逸脱又はその濫用がある場合

に限って違法とされるべきである。 20 

本件審査基準は、行政手続法５条により定められ公にされたわけでは

なく、墓埋法１０条１項に基づいて納骨堂経営許可をするに当たっての

一応の目安として定められたものであるところ、大阪市長は、本件審査

基準を参考として、本件許可処分に係る判断を行ったものであり、裁量

権の範囲の逸脱又はその濫用は認められない。 25 

したがって、本件各処分は適法である。 
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(ｲ) 墓地運用指針、納骨堂運用指針及び本件通知は、本件審査基準の解釈

の根拠とすべきではないこと 

ａ 墓地運用指針 

墓地運用指針は、飽くまでも墓地に関するものであり、大阪市では、

納骨堂経営許可の審査において、墓地運用指針を使用していない（墓5 

地運用指針の「墓地」を「納骨堂」と読み替えて運用することもない）

し、参考にしたこともない。環境衛生監視課の職員がＮに対して墓地

運用指針を交付したのは、「付近の生活環境を著しく損なうおそれが

ないこと」（本件審査基準３－１(2)）の審査に関して、周辺住民への

周知の方法についてイメージを持ってもらうために、その参考として10 

交付したにすぎない。 

ｂ 納骨堂運用指針 

納骨堂運用指針については、環境衛生監視課長が、納骨堂運用指針

と題する文書（甲７５）を作成し、生活衛生課長宛てに策定依頼をし

たことはあったが、生活衛生課長は、策定が必要な具体的な理由があ15 

るのかといった観点から検討を行った結果、これを策定しなかった。

納骨堂運用指針と題する文書は、その策定の要否を含めた検討を依頼

するため、生活衛生課長にイメージを持ってもらうためのたたき台と

いう趣旨で作成されたものにすぎず、納骨堂経営許可等に関する従前

の運用を基に作成されたものではなかった。 20 

ｃ 本件通知 

厚生省生活衛生局長が各都道府県知事等に宛てて発出した「墓地経

営・管理の指針等について」と題する通知（平成１２年１２月６日付

け生衛発第１７６４号。甲１８。以下「本件通知」という。）は、都道

府県等の行政運営のための指針（自治事務における国の技術的助言）25 

としての性質を有するものにすぎず、強制力はもとより規範としての
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意義も乏しい。また、本件通知は、墓地に関するものであって、納骨

堂に関するものではない。 

ｄ 小括 

したがって、墓地運用指針、納骨堂運用指針及び本件通知は、本件

審査基準の解釈の根拠とすべきではない。 5 

(ｳ) 積極的調査義務について 

原告らは、大阪市長には、納骨堂経営許可に当たり積極的に調査すべ

き義務がある旨主張する。しかし、納骨堂経営許可の根拠法令である墓

埋法１０条１項の趣旨は、納骨堂等の経営許可の判断を都道府県知事等

の広範な裁量に委ねるというものであり、この趣旨を否定して大阪市長10 

に積極的な調査義務を課すべき必要性も相当性も存在しない。したがっ

て、原告らの上記主張は理由がない。 

イ 原告らが主張することができる違法事由 

最高裁令和５年判決は、原告らは本件細則８条を根拠として原告適格を

有する旨判示しており、墓埋法１０条自体が、墓地等の周辺に居住する者15 

個々人の個別的利益を保護することを目的としているものとは解し難い

（最高裁平成１２年３月１７日第二小法廷判決・裁判集民事１９７号６６

１頁参照）ことからすれば、少なくとも、原告らの主張のうち、本件細則

８条以外の規定に反する違法を主張するものは、自己の法律上の利益に関

係のない違法を理由とするものであるから、行政事件訴訟法１０条１項が20 

適用され、原告らは、当該違法を理由として取消しを求めることができな

い。 

また、本件細則８条は、公益的見地に立脚した規定と解されるのであっ

て、原告ら周辺住民等の個別的利益を保護する趣旨を含むものと解するこ

とはできず、また、本件細則１０条２号も、公益的見地から設けられたも25 

のであって、原告ら周辺住民等の個別的利益を保護する趣旨を含むものと



 

- 13 - 

解することはできないから、原告らが本件細則８条及び同１０条２号に反

する違法を主張するとしても、「自己の法律上の利益に関係のない違法」

として、行政事件訴訟法１０条１項が適用され、原告らは、当該違法を理

由として本件各処分の取消しを求めることができないというべきである。 

ウ 本件細則８条ただし書について 5 

(ｱ) 被告が、本件許可処分当時において、本件細則８条ただし書にいう「付

近の生活環境を著しく損なうおそれがないと認め」たことは、裁量権の

範囲の逸脱又はその濫用に当たらない。 

(ｲ) 原告らが、本件細則８条ただし書にいう「付近の生活環境を著しく損

なうおそれ」として主張する精神的苦痛や、それ以外の生活環境上の利10 

益の侵害として主張するものは、いずれもそのような事態が生ずる具体

的な蓋然性は認められない。 

また、原告らの主張は、本件細則８条ただし書の判断において、あらゆ

る個別具体的事情を審査しなければならないことを前提とするが（後記

（原告の主張）ケ）、本件細則８条ただし書からは読み取ることのできな15 

い独自の解釈であり、審査の公平性や予見可能性を損ねるものであって

採用できない。原告らが主張する納骨堂の経営破綻の可能性についても、

本件許可処分から約８年が経過した現在においても、本件納骨堂の経営

破綻が認められないことを考慮すると、本件許可処分当時、そのような

事態が生ずる具体的な蓋然性がなかったことは明らかである。 20 

エ 本件審査基準１、３―１(1)該当性（納骨堂経営主体の適格性があること） 

(ｱ) 被告は、本件審査基準１、３－１(1)のうち「経営主体の適格性」を考

慮し判断するに当たり、本件申請書類（このうちＮの履歴事項全部証明

書）によりＮが宗教法人であることが認められたことから、Ｎに「経営

主体の適格性」があると判断した。 25 

(ｲ) 原告らは、Ｎが経営主体の適格性を欠く旨主張するが、本件審査基準
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１、３－(1)は、公益的見地から納骨堂の経営主体について規定したもの

であって、原告らの個別的利益を保護する趣旨のものではないから、仮

に、原告らがこのような規定に反する違法を主張するとしても、「自己

の法律上の利益に関係のない違法」として、行政事件訴訟法１０条１項

が適用され、原告らは、当該違法を理由として本件各処分の取消しを求5 

めることができないというべきである。 

また、原告らは、単に経営主体が形式的に宗教法人等であれば良いと

いうものではなく、納骨堂の設置との関係で実質的な適格性を有するか

否かを判断すべきである旨主張する。この主張は、「経営主体の適格性」

という要素と、「納骨堂の設置…の必要性」という要素を一体として判10 

断すべきであるとの前提に立つものと解されるが、「納骨堂の設置…の

必要性」に関する事情は、端的に「納骨堂の設置…の必要性」に関して

考慮することで足りるのであり、「経営主体の適格性」について実質的

な審査を行わなければならない必要性は存在しない。 

オ 本件審査基準３－１(1)該当性（「納骨堂の設置…の必要性」が認められ15 

ること） 

(ｱ) 被告は、本件審査基準３－１(1)のうち「納骨堂の設置…の必要性」を

考慮し判断するに当たり、本件申請書類（このうち「別院（納骨堂）建立

への要望書」と題する書面、総代会議事録、責任役員会議事録、檀信徒

名簿〔なお、Ｈ及びＩは、平成２９年１月２３日午後２時から午後４時20 

半までの間に、Ｎのｈ別院事務所において原本を確認した。原本には、

「檀信徒」欄及び「御住所」欄のほか、「御連絡先」欄も記載されてい

た。〕等）により、檀信徒の焼骨を収蔵する納骨堂を設置する需要があ

ることが認められたことから、「納骨堂の設置…の必要性」があると判

断した。 25 

(ｲ) これに対し、原告らは、納骨堂の設置の必要性がなく、納骨壇数は、
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檀信徒等の数に応じたものではない旨主張するが、本件審査基準３－１

(1)は、原告らの個別的利益を保護する趣旨のものではないから、仮に、

原告らがこのような規定に反する違法を主張するとしても、「自己の法

律上の利益に関係のない違法」として、行政事件訴訟法１０条１項が適

用され、原告らは、当該違法を理由として本件各処分の取消しを求める5 

ことができないというべきである。 

また、原告らの主張が、本件申請書類のような申請者の提示する資料

によらず、更に具体的に檀信徒の需要があることを確認する義務が都道

府県知事等にあることをいう趣旨であるとすれば、檀信徒の個別の意向

はもとより、檀信徒の数すら確認する手段を有していない都道府県知事10 

等に無理を強いるものであって失当である。納骨堂経営許可に関する審

査は、相応の期間内に公平かつ客観的に行われるべきものであることか

らすれば、その判断が基本的に申請者の提示する資料によることとなる

のは当然であり、申請者から檀信徒が納骨堂の設立を要望しており、納

骨堂の規模が檀信徒数に応じたものであることが認められる資料が提出15 

されれば、むしろ納骨堂を設置する需要があり、納骨堂の設置の必要性

が認められると判断すべきである。 

さらに、原告らは、Ｎが、平成２８年１月６日、自らの檀信徒以外を

対象にして納骨堂を経営しようとしている意図を被告に示していた旨主

張するが、被告はこれが認められないことを指導し、実際に焼骨の収蔵20 

はＮの檀信徒に限るものとして本件申請がされたのであるから、それを

疑って特段の調査を行うべき必要性は認められない。 

加えて、原告らは、本件納骨堂のパンフレット等に信者・宗派等を問

わないことが記載されていたことを指摘するが、本件許可処分の適法性

は、本件許可処分当時に存在した事実に基づいて判断されるべきである25 

ところ、上記事情は本件許可処分後の事情であるから、このことが本件
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許可処分の適法性に影響を及ぼすものではない。 

カ 本件審査基準３－１(2)該当性（付近の生活環境を著しく損なうおそれが

ないこと） 

(ｱ) 被告は、本件審査基準３－１(2)を考慮し判断するに当たり、本件申請

書類（このうち本件納骨堂の図面）によれば、焼骨を納める納骨壇は建5 

物内に設置されることになっていたため、外部から見通せないこと、関

係者以外がみだりに立ち入らないように防犯対策が講じられていたこと

から、「①周辺環境と調和が保てること」に該当すると判断した。また、

納骨堂は焼骨を納めることから、水源汚染等の感染症の原因となるおそ

れが認められないこと、Ｎが、約２か月にわたり本件土地に納骨堂を建10 

設することが理解できる標識を掲示し、更に町会への説明を行った上で

本件申請を行った上、周辺住民から寄せられた意見の中には公衆衛生の

見地からのものはなく、公衆衛生上付近の生活環境を著しく損なうとい

う意見は見受けられなかったことから、「②公衆衛生上その他公共の福

祉の見地より周辺住民の理解が得られること」に該当すると判断した。15 

また、Ｈ及びＩは、平成２９年１月２３日午後２時から午後４時半まで

の間に、施設周辺の人家や学校等の配置状況等の確認のため現地調査等

を行った（なお、納骨堂経営許可調査書には「調査年月日 平成２９年

１月２６日」と記載されているが、これは同調査書を作成した日であり、

調査自体は、同月２３日に行われた。）。被告は、これらの事情を個別具20 

体的に総合考慮して、「付近の生活環境を著しく損なうおそれがない」

と判断した。 

(ｲ) これに対し、原告らは、本件細則が納骨堂経営許可の対象としている

のは、いわゆる「寺院墓地」の経営であり、そして、宗教法人の経営する

納骨堂が「寺院墓地」である場合は、現に宗教法人が儀式行事等の宗教25 

活動を行っている場所において当該宗教活動に付随して既に存在する境
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内地に寺院墓地が設置又は拡張されている場合であるから、従前からそ

の場所において宗教活動が行われていることについて付近の生活環境上

の利益の帰属主体である周辺住民も一定の理解が存することを前提に、

本件審査基準３－１(2)が規定する「①周辺環境と調和が保てること」、

「②公衆衛生その他公共の福祉の見地より周辺住民の理解が得られるこ5 

と」が検討されることになる旨主張する。しかし、本件審査基準におい

て、経営主体として「公益法人」、「財産区の墓地管理委員会」等が挙げ

られているように、被告は「寺院墓地」のみを前提としていない。また、

周辺住民の理解が得られているか否かは、公衆衛生その他公共の福祉の

観点から判断されるべきものであって、周辺住民から苦情等がないこと10 

を意味するものではなく、納骨堂経営許可の判断において、従前の宗教

活動の有無やその内容について考慮すべき合理的理由もない。本件審査

基準は、経営主体として「公益法人」、「財産区の墓地管理委員会」等の

宗教活動を目的としない主体も挙げているのであるから、周辺住民が従

前の宗教活動を受容していることは納骨堂経営許可の判断に当たって考15 

慮すべき事情とはならない。したがって、原告らの上記主張は理由がな

い。 

キ 本件審査基準３－１(3)該当性（申請者が敷地の所有者であること） 

(ｱ) 被告は、本件審査基準３－１(3)を考慮し判断するに当たり、本件申請

書類（このうち本件土地の全部事項証明書）によりＮが本件土地の所有20 

者であることが認められたことから、「申請者が敷地…の所有者である

こと」に該当すると判断した。 

(ｲ) これに対し、原告らは、本件審査基準３－１(3)の要件を満たすという

ためには、納骨堂設置予定地が、本件許可処分時のみならず、将来にお

いても第三者に譲渡され、又は抵当権等が設定されるおそれがないとい25 

うことが必要であると解すべきである旨主張する。 
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しかし、将来において敷地が第三者に譲渡され、又は抵当権が設定さ

れる可能性等は、およそ客観的に判断し得ないのであり、納骨堂経営許

可の判断に当たってそのような不確定な事項は考慮要素とすべきではな

い。したがって、原告らの上記主張は理由がない。 

ク 本件審査基準３－１(4)該当性（納骨堂を設置する土地が、申請者の所有5 

であり登記後６か月以上経過した境内地等であること） 

(ｱ) 被告は、本件審査基準３－１(4)について、①納骨堂を設置する土地が、

申請者の所有であり登記後６か月以上経過していること、②境内地等で

あることを考慮し判断しているところ、本件申請書類（このうち本件土

地の全部事項証明書）によって、Ｎが平成２８年４月２０日に本件土地10 

を売買により取得したこと、登記記録の地目が境内地であることを確認

し、上記①及び②を満たしていることが認められたため、「納骨堂を設

置する土地については、申請者の所有とし登記後６カ月以上経過した境

内地等であること」に該当すると判断した。なお、Ｈ及びＩは、平成２

９年１月２３日午後２時から午後４時半までの間に、実際に本件土地を15 

訪れて、ｈ別院事務所が存在しその中に礼拝施設があることを確認した。 

(ｲ) これに対し、原告らは、Ｎは、平成２８年４月２０日に本件土地を売

買により取得し、同年１２月８日に本件土地の地目を宅地から境内地に

変更したが、同年４月２０日以降、本件土地で宗教活動を行ったことは

なく、登記記録上の地目が「境内地」とされているにすぎず、実質的に20 

は「境内地」としての実体が欠けていた旨主張する。 

しかし、実質的に境内地の実体を備えていたか否か等という事情は極

めて曖昧であり、審査すべき項目として妥当とはいえない。また、登記

官による手続を経て、地目を境内地に変更する登記がされているものに

ついて、被告がそれを否定すべき理由も存在しない。 25 

ケ 本件審査基準３－１(5)該当性（納骨堂の設置場所は、法人の主たる事務
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所及び礼拝施設等が存する境内地であること） 

(ｱ) 被告は、本件審査基準３－１(5)を考慮し判断するに当たり、本件申請

書類（このうちＮの履歴事項全部証明書）により本件土地にＮの従たる

事務所があることが認められたことから、「法人の主たる事務所及び礼

拝施設等が存する」と判断した。本件審査基準３－１(5)が「法人の主た5 

る事務所及び礼拝施設等」と規定しているように、法人の主たる事務所

及び礼拝施設のみに限定されないことは「等」という文言から明らかで

あり、これに従たる事務所も含まれると解される。 

(ｲ) これに対し、原告らは、従たる事務所と称する建築物は、Ｎｈ別院と

の表札があるだけのプレハブ建物にすぎず、しかも、本件プレハブ建物10 

は建築基準法違反を理由として平成３０年３月２２日に撤去されたので

あり、従たる事務所としての実体が欠けていたというほかないから、「境

内地」の要件を満たすものではない旨主張する。 

しかし、Ｎの所轄庁である大阪府知事から認証・証明を得て「従たる

事務所」の登記がされていることから、大阪府知事が認証・証明したも15 

のについて、被告がそれを否定すべき理由は存在しない上、本件許可処

分後に建物が撤去されたことは、何ら本件許可処分の適法性に影響を及

ぼすものではない。 

コ 本件審査基準３－１(6)該当性（納骨壇数は、檀信徒等の数に応じたもの

であること） 20 

(ｱ) 被告は、本件審査基準３－１(6)を考慮し判断するに当たり、本件申請

書類（このうち檀信徒名簿、本件納骨堂の図面）により、檀信徒名簿に

記載された人数が６２６９名であること、納骨壇数が６１０１基である

ことが認められたことから、「納骨壇数については、檀信徒等の数に応

じたものであること」に該当すると判断した。 25 

(ｲ) これに対し、原告らは、本件審査基準３－１(6)所定の「檀信徒」とは、
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宗教法人法１２条２項の「信者その他の利害関係人」と同義であると解

され、Ｎが申告した檀信徒数は不自然に過大であって、宗教法人法１２

条２項の「信者その他の利害関係人」には該当せず、Ｎ規則１６条が定

める檀信徒の定義（眞言宗の教義を信奉し、この寺院の維持経営に協力

する者）にも該当しないものである旨主張する。 5 

しかし、納骨堂経営許可において檀信徒の定義を宗教法人法１２条２

項所定の「信者その他の利害関係人」と同一のものと解さなければなら

ない理由はなく、被告が積極的に宗教法人の檀信徒の宗教活動の実態を

調査して檀信徒の範囲等を独自に画定し檀信徒数を算出することが適当

であるとも考えられない（檀信徒とは、「一定の宗教の教義に賛同する10 

者」をいうが、これは信仰に関するものであるから、その範囲を被告が

一律に画することは不可能であるし、申請者から「檀信徒」であるとし

て名簿が提出されれば、それを否定することは困難である。また、名簿

に記載された特定の個人について、逐一、当該宗教を信仰しているか否

かを調査しなければならないとすると、信仰の自由を害するおそれがあ15 

る。）。そうすると、檀信徒数は、宗教法人が提出する資料をもとに判断

することで足りるものであり、檀信徒名簿が提出された場合は、それが

一見して不審であるといえるものでない限り、これにより判断すれば足

りるのである。そして、本件申請書類をみても檀信徒数等について更に

追加調査を義務付ける根拠となるような不審な点は認められず、被告に20 

おいて本件申請書類を超えて独自に調査しなければならないものではな

かった。 

サ 本件審査基準３－１(7)該当性（納骨堂の構造は、独立した建物で周囲に

塀を設け、堅固な建物とし防火設備を設けていること） 

(ｱ) 被告は、本件審査基準３－１(7)を考慮し判断するに当たり、本件申請25 

書類（このうち本件申請書及び本件納骨堂の平面図）から、本件納骨堂



 

- 21 - 

の構造が鉄筋コンクリート造であること、納骨堂が建物の一部に設けら

れること、納骨壇の部分が壁等により同一建物内の他の施設と区画がさ

れていること、出入口が施錠できることを認めたため、本件審査基準３

－１(7)ただし書①に該当すると判断した。そこで、本件の審査において、

本件審査基準３－１(7)本文所定の「納骨堂の構造は、独立した建物で周5 

囲に塀を設け、堅固な建物とし防火設備を設けていること」のうち、「独

立した建物で周囲に塀を設け」という部分を緩和し、「堅固な建物とし

防火設備を設けていること」を考慮することとした上で、本件納骨堂の

構造が鉄筋コンクリート造であること、納骨堂出入口扉は全て防火設備

とし、施錠付きとされていることを認めたため、「堅固な建物とし防火10 

設備を設けていること」に該当すると判断した。なお、本件細則１０条

２号所定の「防火設備」とは、建築基準法の定める防火設備と同義では

なく、焼骨の類焼を防止する防火の機能を有する設備一般をいう。 

(ｲ) これに対し、原告らは、本件納骨堂は、建物全部の主たる使用目的が

納骨にあることは明らかであるとして、本件審査基準３－１(7)ただし書15 

①所定の「耐火構造建物の一部に納骨堂を設ける場合」が適用される前

提を欠いている旨主張する。 

しかし、本件審査基準３－１(7)ただし書①所定の「耐火構造建物の一

部に納骨堂を設ける場合」とは、その文理から、物理的にみて耐火構造

建物の一部に納骨堂を設ける場合を指すことは明らかであり、これに該20 

当するか否かの判断において建物の主たる使用目的は何ら考慮すべきも

のではない。したがって、原告らの上記主張は理由がない。 

シ まとめ 

以上によれば、本件申請は、本件審査基準を満たすものであり、本件細

則８条ただし書の要件も満たすことから、大阪市長が本件各処分をしたこ25 

とは合理的であり、その判断に裁量権の範囲の逸脱又はその濫用は認めら
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れない。したがって、本件各処分は適法である。 

（原告らの主張） 

ア 判断枠組みについて 

(ｱ) 本件細則８条 

本件細則８条は、墓地等の経営等に対する距離制限であると同時に、5 

大阪市長が墓埋法１０条１項に基づく許可を行うに当たって、人家等に

かかる「生活環境に係る利益」が侵害されるか否かを判断するための基

準を法令上定めている。 

最高裁令和５年判決は、本件細則８条は、「墓地等の所在地からおお

むね３００ｍ以内の場所に敷地がある人家については、これに居住する10 

者が平穏に日常生活を送る利益を個々の居住者の個別的利益として保護

する趣旨を含む規定である」と判示しており、同条が保護している生活

環境に係る利益は、公衆衛生その他人の生命・身体・財産に係る利益に

限定されず、周辺住民が「平穏に日常生活を送る利益」を含んでおり、

当該利益は、無形の精神的な利益も含んでいる。 15 

したがって、人家等の周囲おおむね３００ｍ以内の場所における墓地

等の経営につき許可申請があった場合、大阪市長は、墓地等の経営等に

よって人家等にかかる「生活環境に係る利益」が損なわれ、又は損なわ

れるおそれがあるものとして取り扱わなければならず、本件細則８条た

だし書に該当する場合、すなわち「生活環境に係る利益」を著しく損な20 

うおそれがないと判断される場合でない限り、当該許可を行ってはなら

ない義務を負う。 

(ｲ) 本件審査基準 

本件審査基準は、行政手続法５条により定められ公にされているとこ

ろ、墓埋法１０条１項に基づく納骨堂経営許可における大阪市長の裁量25 

権は、本件審査基準に従って行使されるべきことが羈束されており、納
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骨堂経営許可が本件審査基準に従っていない場合、本件審査基準の定め

と異なる取扱いをすることを相当と認めるべき特段の事情がない限り、

その裁量権の行使は、裁量権の範囲の逸脱又はその濫用に当たり、納骨

堂経営許可は違法となる（最高裁平成２７年３月３日第三小法廷判決・

民集６９巻２号１４３頁参照。以下、この判決を「最高裁平成２７年判5 

決」という。）。 

また、大阪市長が、本件審査基準の要件に該当する事実の誤認又は当

該事実の調査義務に違反したときは、判断要素の選択や判断過程の合理

性が欠如しており、特段の事情のない限り、重要な事実の基礎を欠くか、

又は社会通念上著しく妥当性を欠くものとして違法となるというべきで10 

ある。 

(ｳ) 墓地運用指針・納骨堂運用指針・本件通知が本件審査基準の解釈の根

拠となること 

ａ 墓地運用指針 

環境衛生監視課の職員がＮに対して墓地運用指針を交付していたこ15 

とや、墓地運用指針と納骨堂運用指針は構成が同じであり、「墓地」

と「納骨堂」という単語と施設の性状等の相違に関わる部分を除けば

内容と表現が共通していること等に照らせば、墓地運用指針のうち納

骨堂運用指針と共通する部分は、納骨堂経営許可における実務上の運

用指針として使用されていた（「墓地」を「納骨堂」に読み替えて運用20 

されていた）ということができる。そうすると、墓地運用指針と納骨

堂運用指針の共通部分は、本件審査基準の解釈の直接的な根拠となる

ものといえる。 

ｂ 納骨堂運用指針 

仮に、納骨堂運用指針が策定されていないとしても、納骨堂運用指25 

針を作成したのは環境衛生監視課であること、墓地と納骨堂の各経営
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許可の法律上の根拠条文が同じ墓埋法１０条１項であり、かつ、大阪

市の墓地等経営許可制度において、墓地と納骨堂は、焼骨の埋蔵と収

蔵の相違、両施設の物理的形状の相違その他の性質上の相違を除いて、

別異に取り扱うべき事情もないこと等に照らせば、納骨堂運用指針は、

本件審査基準を解釈するに当たり、これを合理的に解釈したものとし5 

て斟酌されるべきである。 

ｃ 本件通知 

本件通知は、規範そのものではないものの、本件審査基準を含む法

令解釈の根拠となるものである。 

ｄ 小括 10 

したがって、墓地運用指針、納骨堂運用指針及び本件通知は、本件

審査基準の解釈の根拠となるものである。 

(ｴ) 積極的調査義務について 

ａ 墓埋法１０条１項に基づく宗教法人に対する墓地等の経営許可は、

墓地等の経営が高度の公益性を有していること等を踏まえると、警察15 

許可ではなく、公企業の特許かそれに準ずるものというべきであり、

そのことを前提に大阪市長が行う墓地等の経営許可に係る判断につき

広範な裁量権が認められていることからすると、大阪市長は、墓地等

の経営許可の審査に当たって、墓地等の経営が公益事業として永続的、

非営利的に行われることが確保されるように積極的に調査を行うこと20 

を法律上要請されているというべきである（本件通知参照）。このこ

とは、墓埋法が、墓地等の経営許可に関して許可権者に調査権限を定

めた規定を設けていないことによって左右されるものではない（非権

力的手段による調査については、行政作用法上の根拠は不要である。）。 

ｂ 本件において、処分行政庁が人家等に係る「生活環境に係る利益」25 

を著しく損なうおそれがないと判断するためには、墓地等経営の継続
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性・非営利性が確保されていなければならず、これが確保されている

か否かは、本件審査基準１、３－１(1)、(3)～(6)に沿って判断されな

ければならない。処分行政庁には調査義務の懈怠があり、①申請地に

おいてＮが納骨堂の経営を行う必要性があると認定したこと、②申請

者が宗教法人であり、納骨堂経営の目的が檀信徒のためであると認定5 

したこと、③本件納骨堂経営の永続性・非営利性が確保されていると

認定したこと、④周辺住民の生活環境を著しく害するおそれがあると

認定したことは、判断の誤りであり、重要な事実の基礎を欠くか、又

は社会通念に照らして著しく妥当性を欠く。 

イ 原告らが主張することができる違法事由 10 

(ｱ) 本件審査基準（３－１(7)を除く。）に関する違法は「自己の法律上の

利益と関係のない違法」ではないこと 

被告は、原告らの主張のうち、少なくとも本件細則８条以外の規定に

反する違法を主張するものは、自己の法律上の利益に関係のない違法を

理由とするものであるから、行政事件訴訟法１０条１項が適用され、原15 

告らは、当該違法を理由として取消しを求めることができない旨主張す

る。 

原告らに原告適格が認められる根拠となった規定は、墓埋法１０条及

び本件細則８条である。そして、本件細則８条及び１０条は、墓埋法の

目的に沿って、大阪市長が行う墓埋法１０条の規定による墓地経営等の20 

要件を具体的に規定するものであり、前者は、許可の基準として、墓地

経営等についての消極要件を定め、後者は、構造設備の基準として、墓

地等の構造設備についての積極要件を定めている。本件審査基準は、墓

埋法１０条の規定による墓地経営等の許可の要件又は当該要件につき本

件細則８条及び１０条が具体的に規定した要件を、審査基準として具体25 

化したものである。 
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最高裁令和５年判決が、本件細則８条を、法の目的に沿って、大阪市

長が行う墓埋法１０条の規定による墓地経営等の許可の要件を具体的に

規定するものであると位置づけていること、大阪市の墓地経営等許可制

度においては、墓地経営等の許可の要件について「許可の基準」である

として明文化されている法令は、本件細則８条だけであることを考慮す5 

ると、本件審査基準は、本件細則１０条２号を審査基準として具体化し

た本件審査基準３－１(7)を除いて、本件細則８条の規定する要件を具体

化したものであると考えるのが自然であるから、本件審査基準（ただし

３－１(7)を除く。）に関する違法は、原告適格を認められている原告ら

にとって「自己の法律上の利益と関係のない違法」ではない。 10 

(ｲ) 本件審査基準３－１(7)に関する違法も「自己の法律上の利益と関係の

ない違法」ではないこと 

最高裁令和５年判決は、本件細則１０条２号が規定する納骨堂の「構

造設備の基準」は、「納骨堂が静穏な環境の下で死者を追悼する施設と

なることを確保し、これを利用する者の利益を保護する趣旨の規定であ15 

る」と解している。そのため、本件細則８条と１０条２号は、許可の要

件として、それぞれの規定が保護する利益の共有主体は異なるものと解

される。 

しかし、そのような解釈は、大阪市長が本件細則１０条４号に基づい

て、公衆衛生その他公共の福祉の見地から市長が必要と認める一定の設20 

備を設けることを納骨堂の経営等の許可の要件とした際に、納骨堂を利

用する者以外の周辺住民を保護する設備を定めることを排斥するもので

はないと解される。 

また、本件細則１０条２号は、周辺住民の生活環境に係る利益を保護

するものではないが、そのことは当該違反が本件細則８条ただし書該当25 

性を判断する際に個別具体的事情として考慮することを妨げるものでは
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ないものと解される。 

最高裁令和５年判決は、本件細則１０条２号が規定する納骨堂の「構

造設備の基準」は、原告らの原告適格が認められる根拠規定とはならな

いと判断したとはいえ、行政事件訴訟法１０条１項との関係では、本件

細則１０条２号違反及び同号を具体化した本件審査基準３－１(7)につ5 

いての違法は、原告適格を認められた原告らにとって「自己の法律上の

利益と関係のない違法」であるとはいえない。 

したがって、原告らが主張する、本件審査基準に係る違法事由は、本

件細則８条から導かれるものであるから、本件細則８条以外の規定を根

拠とする違法事由も「自己の法律上の利益と関係のない違法」とはいえ10 

ない。 

ウ 本件細則８条ただし書に該当しないこと 

本件申請は、本件審査基準を満たしておらず、本件細則８条ただし書該当

性を判断するに当たって考慮すべき本件の個別具体的事情について考慮し

ていないから、本件納骨堂経営については、人家等に係る生活環境を著し15 

く損なうおそれがあり、少なくとも、著しく損なうおそれがないとは判断

できない。したがって、本件許可処分等において、本件細則８条ただし書

に該当するとした大阪市長の判断には裁量権の範囲の逸脱又はその濫用が

認められる。 

エ 本件申請が本件審査基準１、３－１(1)、(6)を満たしていないこと（経20 

営主体の適格性を欠き、納骨堂の設置の必要性がないこと、納骨壇数は、

檀信徒等の数に応じたものではないこと） 

次のとおり、本件審査基準１、３－１(1)、(6)の各要件を満たすとして

本件許可処分をした大阪市長の判断は、判断要素の選択や判断過程に合理

性が欠如しており、重要な事実の基礎を欠くか、又は社会通念上著しく妥25 

当性を欠くものとして、違法である。 
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(ｱ) 本件審査基準１、３－１(1)、(6)の意義 

本件審査基準１、３－１(1)が規定する経営主体の適格性は、単に経営

主体が形式的に宗教法人等であれば認められるというものではなく、納

骨堂の設置との関係での実質的な適格性を有することを要求していると

解すべきであり、この実質的な適格性については、納骨堂の経営管理計5 

画自体の適格性も含んでいると解すべきである（本件通知参照）。そし

て、需要のない納骨堂の設置は、安定的な経営管理計画を阻害すること

になるため、本件審査基準３－１(1)、(6)は、納骨堂の設置の必要性の

有無、すなわち、当該宗教法人の檀信徒の具体的な需要の有無を、申請

書の審査項目としたものと解される。 10 

また、本件審査基準１に関して定められた墓地運用指針基準１関係３、

納骨堂運用指針基準１関係３には、適格性のある宗教法人であるために

は、①当該宗教法人が申請地に係る主たる事務所又は従たる事務所にお

いて６か月以上の宗教活動の実績が必要であるとともに、②当該墓地等

が檀信徒のためのものである旨の説明が必要であるとされている。本件15 

審査基準３－１(1)、(6)に関して定められた墓地運用指針基準３関係１

・２・９、納骨堂運用指針基準３関係１・２・８には、宗教法人による墓

地等の経営は、檀信徒のためのものに限り、墓地・納骨堂の区画数・収

蔵数と檀信徒の利用予定者数とを比較しその必要性を証明することが要

請されている。 20 

(ｲ) 本件審査基準１、３－(1)について 

ａ 経営主体の適格性につき、名義貸しの疑いがあること 

本件細則８条ただし書該当性を判断するに当たって、申請者が宗教

法人である場合でも、個別具体的事情を検討する際に宗教法人が名義

貸しをしているおそれがある場合には、宗教法人による経営とは言え25 

ないだけでなく申請行為自体が不正となるおそれがあるので、このよ
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うな事情も墓地等の経営の永続性・非営利性に関わるものであるので、

個別具体的事情として考慮されなければならない。 

本件において、申請者であるＮが宗教法人であることに争いはない

が、本件納骨堂について、株式会社Ｗ（以下「Ｗ」という。）が利用者

の募集広告を行い、また、Ｊが責任役員を務めるＵの納骨堂について5 

もＷが広告を行っていることからすれば、本件納骨堂の実質的な経営

主体はＷであり、名義貸しによるものである疑いが非常に強い。 

ｂ 納骨堂設置の必要性が認められないこと 

Ｎは四條畷市においてＲ霊園を経営しているところ、①Ｒ霊園の墓

地経営面積が約３６００㎡、聖地数約２５００聖地であること、②Ｒ10 

霊園にはかなりの空き区画があること、③檀信徒の要望に食い違いが

あること、④Ｒ霊園の敷地に地上権が、敷地上の建物に賃借権がそれ

ぞれ設定されていること等からすれば、大阪市長は、Ｒ霊園の経営が

行き詰まっていることや、６１０１基もの納骨壇数を備える本件納骨

堂を設置する必要性がないことに疑念を抱いてしかるべきであった15 

が、Ｒ霊園の墓数・空き区画等Ｒ霊園の状況に関して全く調査を行わ

なかった。 

ｃ 納骨堂運用指針基準１関係３を満たさないこと 

納骨堂運用指針は、本件審査基準３－１(5)における「法人の主たる

事務所及び礼拝施設等」とは、従たる事務所も該当し、建築基準法（昭20 

和２５年法律第２０１号）第２条第１号規定の建築物であること」と

しているところ、平成２８年１１月１１日に本件土地に設置された本

件プレハブ建物は、同年１２月８日に従たる事務所として設置され登

記されたが、本件許可処分時（平成２９年２月２７日）では、規則上

の従たる事務所の設置から３か月弱しか経過していないので、本件に25 

おいては、当該事務所における６か月以上の宗教活動の実績はない。
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また、その間（平成２８年１２月８日～平成２９年２月２７日）も宗

教活動の実績があったとはいえない。 

したがって、本件プレハブ建物は、納骨堂運用指針基準１関係３「当

該事務所において６ケ月以上の宗教活動の実績が必要である」との要

件を満たさない。 5 

ｄ 納骨堂運用指針基準３関係１ただし書を満たさないこと 

本件納骨堂の経営は、宗旨宗派を問わない事業型の納骨堂経営であ

って、経営の目的が檀信徒のためではない。本件許可申請時点でその

意図は十分にあったにもかかわらず、大阪市長は、その点を考慮する

ことを怠った。 10 

大阪市長から納骨堂経営許可を受けた複数の宗教法人が本件審査基

準に反して宗旨宗派を問わない（檀信徒のために限らない）納骨堂の

経営を行っているという実態があり、大阪市長は、このことを容易に

把握することができたにもかかわらず、この点に関する調査を行わな

かった。そして、本件納骨堂の利用者の募集等を行っているのは、Ｎ15 

ではなくＷであり、ウェブサイトの広告やパンフレット等を通じて、

不特定多数の者に対し、信者・宗派等を問うことなく勧誘しているこ

と等からすれば、本件納骨堂はＮ檀信徒のためのものであるとはいえ

ず、本件納骨堂において営利事業として宗旨宗派を問わない納骨堂経

営が行われていることは明らかである。 20 

ｅ 納骨堂運用指針基準３関係２を満たさないこと 

申請地において宗教法人が納骨堂の経営を行う必要性が檀信徒にと

ってあるのかを判断するのであるから、当該宗教法人の檀信徒数だけ

を確認しても不十分であり、檀信徒のうち納骨堂の利用予定者数を確

認しなければ、納骨堂の収蔵数と比較しその必要性を確認することは25 

できない。 
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本件においては、Ｎの檀信徒が６０９９体の収蔵基数の納骨堂を利

用することが予定されているが、大阪市長は、６２６９人とされるＮ

の檀信徒のうちの利用予定者数を確認していない。 

したがって、申請地においてＮが納骨堂の経営を行う必要性がある

と認定した大阪市長の判断は誤りである。 5 

(ｳ) 本件審査基準３－１(6)について 

檀信徒数は、納骨堂の利用予定者を確認するための前提であるが、Ｎ

の檀信徒が６２６９人いるという大阪市長の認定は誤りである。 

ａ Ｎの檀信徒数が不自然に過大であったこと 

Ｎは、本件申請に当たり、６２６９名の檀信徒がいる旨申告した。10 

しかし、①環境衛生監視課の職員が収集した宗教年鑑によれば、Ｎが

属するＵ派の檀信徒数は１万５５９２名、Ｕ派の被包括宗教団体は５

１団体であり、末寺にすぎないＮの檀信徒数だけでＵ派の檀信徒数の

約４割を占めていたこと、②Ｎが、平成２８年１月６日、自らの檀信

徒以外を対象にして納骨堂を経営しようとしている意図を被告に示し15 

ていたこと、③大阪市長は、納骨堂経営許可申請に当たり、檀信徒数

の虚偽申告がされた事例があったことを認識していたこと、④Ｎの主

たる事務所に住職等が常駐していないなど、宗教活動の実態がないか、

極めて低調であること等からすれば、Ｎが申告した檀信徒数は不自然

に過大であり、架空のものではないかと疑うべき事情が存在した。Ｊ20 

は、平成２９年６月４日の説明会において、Ｎの檀家数が３００より

も少ないこと、Ｎが申告した檀信徒数には、単なる一般の参拝客（お

札の購入者）、宗派等を問わないＲ霊園の利用者、Ｊが住職をしてい

るＮの檀信徒が含まれていたことを認めたが、これらの者は、本件審

査基準３－１(6)所定の「檀信徒」（宗教法人法１２条２項の「信者そ25 

の他の利害関係人」と同義であると解され、檀徒とは、寺院の教義を
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信仰して自己の主宰する葬祭を一時的でなく委託し、寺院の経費を負

担するものであり、信徒とは、寺院の教義を信仰して自己の主宰する

葬祭を一時的に委託し、その限りで寺院の経費を分担するものという

ものと解される。）に該当せず、Ｎ規則１６条が定める檀信徒の定義

（「眞言宗の教義を信奉し、この寺院の維持経営に協力する者」）に5 

も該当しないものであった。 

ｂ 異常な檀信徒数の推移 

Ｊは、Ｎの檀信徒は、許可申請前の平成２９年時点で２０００人で

あり、その後、許可申請時、６０００人となったと証言した上で、４

０００人はもともとＵの檀信徒であったことを認めているが、本件許10 

可処分が平成２９年２月２７日なので、ごく短期間で檀信徒数が約３

倍になったことになる。 

Ｎの説明する檀信徒数の推移は信用できず、６２６９人という檀信

徒数は、申請地における宗教法人による納骨堂経営の必要性を根拠づ

けるものではない。 15 

ｃ 異なる檀信徒の定義の使用 

そもそも、Ｎは、本件許可申請において、檀信徒の定義を曖昧に用

いている。 

すなわち、Ｎは、本件許可申請において、檀信徒という言葉を、Ｎ

規則とは異なり、単にお寺に祈願すればよい、本人が檀信徒といえば20 

檀信徒となるという、非常に広い意味で用いており、このような檀信

徒は、申請地において宗教法人が納骨堂の経営を行う必要性があるこ

とを判断する際の前提となる檀信徒とはいえない。 

ｄ 檀信徒数について、檀信徒名簿の原本確認をしていないこと 

大阪市の墓地経営等許可制度においては、宗教法人においては「檀25 

信徒数が明らかな書類」の原本を処分行政庁が確認する必要があると
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ころ（本件審査基準２）、Ｎが処分行政庁に提出した本件檀信徒名簿

は、連絡先が空欄のまま提出されており、処分行政庁が檀信徒数を確

認できないことから、「檀信徒数が明らかな書類」ではない。 

その上、処分行政庁は、檀信徒名簿の原本の確認を怠っている。す

なわち、被告は、Ｈが平成２９年１月２３日に本件納骨堂建設予定の5 

現地に調査に行き、檀信徒名簿の原本を確認した旨主張し、これに沿

うＨの陳述書も提出されているが（乙２３）、Ｈは平成２９年１月２

３日に申請地へ調査に行っていない。 

ｅ Ｕの納骨堂の経営許可申請書類の記載内容が虚偽である疑いがあ

り、本件申請書類の記載内容も虚偽である疑いがあること 10 

Ｎの代表役員であり、Ｕの代表役員でもあるＪは、Ｕの納骨堂の経

営許可申請を行ったが、その際の許可申請書（「真言宗Ｕ派 寺院一

覧」（以下「真言宗Ｕ派一覧」という。甲１７２の３・２０枚目）に

は、２つのＬの記載があり、この記載内容は虚偽である疑いが強い。

そうであれば、Ｎが提出した本件申請書類における「真言宗 Ｕ派一15 

覧」に記載されたＬ以外の寺についても、虚偽である疑いがある。よ

って、「真言宗 Ｕ派一覧」の記載内容は、２万８１８１人という信

者数の正確性を含め、およそ信用できない。 

ｆ 大阪市長の調査義務違反 

これらの事情に照らせば、本件申請は、檀信徒の具体的な需要を欠20 

くものであるから、経営主体の適格性を欠き、本件納骨堂の設置の必

要性があったとはいえないし、大阪市長は、檀信徒名簿に記載された

檀信徒数や本件納骨堂の設置の必要性等について疑うべき十分な事情

を把握していた上、既に把握していた事情以外にも容易に把握するこ

とができる不審な事情があったにもかかわらず、檀信徒数や本件納骨25 

堂の設置の必要性等に関して必要な調査を行わなかったといわざるを
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得ない。したがって、大阪市長の調査方法は著しく不合理であり、著

しい調査義務違反があったというほかない。 

オ 本件審査基準３－１(2)を満たしていないこと（付近の生活環境を著しく

損なうおそれがあること） 

(ｱ) 本件審査基準３－１(2)の意義 5 

そもそも、被告は、信者・宗派等を問わない霊園形式の墓地、納骨堂

の経営については、墓地等の経営主体が市町村等の地方公共団体でなけ

ればならないという原則に従い、大阪市設置霊園条例や大阪市納骨堂条

例を施行し、これを自ら行っている。本件細則が納骨堂経営許可の対象

としているのは、信者・宗派等を問わない霊園形式で行われる公益事業10 

としての納骨堂の経営ではなく、いわゆる「寺院墓地」（寺院の敷地内

にあり、当該寺院が所有・管理しているもので、使用者が原則として当

該寺院の檀信徒である墓地等）の経営である。このことは、本件審査基

準３－１(1)、(6)が、当該宗教法人の檀信徒の具体的な需要の有無を申

請書の審査項目としていること等からも明らかであり、被告の墓地等経15 

営許可制度は、周辺住民の生活環境の保護を重視して、経営主体の適格

性を厳しく制限しているのである。 

そして、宗教法人の経営する納骨堂が「寺院墓地」である場合は、現

に宗教法人が儀式行事等の宗教活動を行っている場所において当該宗教

活動に付随して既に存在する境内地に寺院墓地が設置又は拡張されてい20 

る場合であるから、従前からその場所において宗教活動が行われている

ことについて付近の生活環境上の利益の帰属主体である周辺住民も一定

の理解が存することを前提に、本件審査基準３－１（２）が規定する「①

周辺環境と調和が保てること」、「②公衆衛生その他公共の福祉の見地

より周辺住民の理解が得られること」が検討されることになる。 25 

(ｲ) 本件について 
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Ｎは、平成２８年４月２０日に本件土地を取得したにすぎず、それ以

降も現在に至るまで儀式行事等の宗教活動を行っておらず、宗教活動の

実績はない。そうすると、本件納骨堂の設置は、その宗教活動について

周辺住民の一定の理解を前提とすることができるような典型的な寺院墓

地の設置の場合とは異なるというべきである。また、上記エ(ｲ)ｄのとお5 

り、本件納骨堂において営利事業として宗旨宗派を問わない納骨堂経営

が行われていることは明らかである。 

そして、本件納骨堂が６０００基超の焼骨の収容を予定している巨大

納骨堂であり、その周辺は小学校も含む住宅密集地であること等からす

れば、Ｎによる本件納骨堂の設置、経営について、「①周辺環境と調和10 

を保つこと」や、「②公衆衛生その他公共の福祉の見地より周辺住民の

理解が得られること」は不可能であり、「付近の生活環境を著しく損な

うおそれ」はあったというほかない。現に、本件納骨堂が設置され経営

が開始されたことにより、原告らに多大な精神的苦痛が生じる、焼香の

臭いが自宅内に入ってくる、本件納骨堂利用者が不法駐車を行うなどと15 

いった生活環境の悪化が生じている。 

さらに、Ｈ及びＩが、平成２９年１月２３日に現地調査等を行ったと

も認められず、大阪市長には、本件土地におけるＮの宗教活動の実績等

といった要件に係る事実調査に関する調査義務違反がある。 

(ｳ) 小括 20 

したがって、本件審査基準３－１(2)の要件を満たすとして本件許可処

分をした大阪市長の判断は、判断要素の選択や判断過程に合理性が欠如

しており、重要な事実の基礎を欠くか、又は社会通念上著しく妥当性を

欠くものとして、違法である。 

カ 本件審査基準３－１(3)及び(4)を満たしていないこと（本件土地の所有25 

権が譲渡され、抵当権等が設定されるおそれがあること、登記後６か月以
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上経過した境内地等に当たらないこと） 

本件審査基準３－１(3)は、「申請者が敷地及び建物の所有者であること」

と定め、本件審査基準３－１(4)は、「納骨堂を設置する土地については、

申請者の所有とし登記後６カ月以上経過した境内地等であること」と定め

ている。これらの各要件を満たすというためには、納骨堂設置予定地及び5 

納骨堂が、本件許可処分時のみならず、将来においても第三者に譲渡され、

又は抵当権等が設定されるおそれがないということが必要であると解すべ

きである（墓地運用指針基準３関係５、納骨堂運用指針基準３関係５参照）。 

これを本件についてみると、Ｎは、既にＲ霊園の敷地に地上権を、敷地

上の建物に賃借権をそれぞれ設定しており、本件土地についても、将来第10 

三者に譲渡され、又は抵当権等が設定されるおそれがあったにもかかわら

ず、大阪市長は、Ｒ霊園の状況に関して全く調査を行わなかったのであっ

て、要件に係る事実調査に関する調査義務に違反した。 

したがって、本件審査基準３－１(3)、(4)の各要件を満たすとして本件

許可処分をした大阪市長の判断は、判断要素の選択や判断過程に合理性が15 

欠如しており、重要な事実の基礎を欠くか、又は社会通念上著しく妥当性

を欠くものとして、違法である。 

キ 本件審査基準３－１(4)及び(5)を満たしていないこと（本件土地は、申

請者の所有とし登記後６か月以上経過した境内地等ではなく、法人の主た

る事務所及び礼拝施設等が存する境内地等ではないこと） 20 

本件審査基準３－１(4)は、「納骨堂を設置する土地については、申請者

の所有とし登記後６カ月以上経過した境内地等であること」と定め、本件

審査基準３－１(5)は、「納骨堂の設置場所は、法人の主たる事務所及び礼

拝施設等が存する境内地であること」と定めている。これらの定めにおけ

る「境内地」とは、宗教法人法３条所定の「境内地」と同義であると解され25 

る（墓地運用指針基準３関係８、納骨堂運用指針基準３関係６参照）。 
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Ｎは、平成２８年４月２０日に本件土地を売買により取得し、同年１２

月８日に本件土地の地目を宅地から境内地に変更したが、同年４月２０日

以降、本件土地で宗教活動を行った実績はなく、登記記録上の地目が「境

内地」とされているにすぎず、実質的には「境内地」としての実体が欠け

ていた。それにもかかわらず、大阪市長は、本件土地におけるＮの宗教活5 

動の実績等を調査しなかったのであって、要件に係る事実調査に関する調

査義務に違反した。 

また、登記記録上、本件土地が境内地に地目変更されたのは平成２８年

１２月１２日であり、本件許可処分がされたのは平成２９年２月２７日で

あるから、「境内地」との地目変更の登記がされてから６か月が経過して10 

おらず、本件審査基準３－１(4)所定の「登記後６カ月以上経過した境内地

等であること」という要件を満たさない。この点に関する被告の主張は、

本件審査基準の解釈を誤るものであって、失当である。 

Ｎは、平成２８年１１月１１日、本件土地上に、本件プレハブ建物を設

置し、本件許可処分当時も存在したが、本件プレハブ建物は、建築基準法15 

違反を理由として平成３０年３月２２日に撤去されたのであり、従たる事

務所としての実体が欠けていたというほかない。また、上記建築物は、宗

教法人法２条１号所定の「礼拝の施設」（信仰の対象を安置し、あるいは

これを表徴し、その他礼拝を行うのに必要な施設で、宗教団体の宗教活動

の拠点的、中心的施設・場所）や、同法３条所定の「境内建物」にも該当し20 

ない（墓地運用指針基準３関係７、納骨堂運用指針基準３関係７参照）。

そうすると、本件土地は、本件審査基準３－１(5)所定の「法人の主たる事

務所及び礼拝施設等が存する境内地である」とはいえない。このように、

大阪市長は、本件土地におけるＮの宗教活動の実績や、本件プレハブ建物

が従たる事務所の実体を有するか否かについて事実を誤認し、要件に係る25 

事実調査においても、調査義務に違反した。 
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したがって、本件審査基準３－１(4)、(5)の各要件を満たすとして本件

許可処分をした大阪市長の判断は、判断要素の選択や判断過程に合理性が

欠如しており、重要な事実の基礎を欠くか、又は社会通念上著しく妥当性

を欠くものとして、違法である。 

ク 本件審査基準３－１(7)を満たしていないこと（納骨堂の構造は、周囲に5 

塀を設けておらず、堅固な建物とし防火設備を設けていないこと等） 

(ｱ) 被告は、本件申請が本件審査基準３－１(7)ただし書①に該当すると判

断し、本件審査基準３－１(7)本文の要件である「独立した建物で周囲に

塀を設け」という部分を緩和した旨主張する。 

しかし、本件納骨堂は、３階から６階までを納骨棚が占めており、１10 

階及び２階の施設はこの納骨棚に付随する施設であって、建物全部の主

たる使用目的が納骨にあることは明らかである。また、本件審査基準３

－１(7)ただし書①は、既存の宗教施設の一角に納骨堂を設置する場合を

想定しての例外規定であるところ、本件納骨堂は、宗教施設も宗教活動

の実績もない本件土地に新たに設置するものであり、しかも、数千基も15 

収納する大規模な納骨堂に関する経営許可を想定した審査項目ではない

から、安易にこの要件を満たすと判断すべきではない。そうすると、本

件申請は、本件審査基準３－１(7)ただし書①所定の「耐火構造建物の一

部に納骨堂を設ける場合」に該当しない。したがって、被告の上記主張

は理由がない。 20 

(ｲ) 本件審査基準３－１(7)ただし書②は、専ら出入りのために必要な門扉

の存在を許容しているにすぎないが、被告は、本件納骨堂の周囲の塀に

ついて何ら審査を行っておらず、この点に関する調査を怠った。 

(ｳ) 納骨堂運用指針基準３関係９⑴は、「納骨堂は耐火構造又は準耐火構

造を有する建築基準法に適合した建物であり、建物登記が可能であるこ25 

と。」と規定しているところ、本件納骨堂は、建築基準法別表第２（へ）
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項５号所定の「倉庫業を営む倉庫」に該当し、本件土地が第一種住居地

域に所在するため、同法４８条５項の用途制限に違反する違法建築物で

あったにもかかわらず、大阪市長は、この点に関する調査を怠った。 

(ｴ) 本件申請書類をみても、納骨堂運用指針基準３関係９(2)～(4)の各要

件を満たしているのか否かが明らかではないこと、納骨堂運用指針基準5 

２関係１(2)所定の「納骨堂の概要が確認できる配置図・立面図・各階平

面図等」が提出されていないことからすれば、大阪市長は、本件申請が

本件審査基準３－１(7)本文、納骨堂運用指針基準３関係９の各要件を満

たすか否かに関する調査を怠ったということができる。 

(ｵ) したがって、本件審査基準３－１(7)の要件を満たすとして本件許可処10 

分をした大阪市長の判断は、判断要素の選択や判断過程に合理性が欠如

しており、重要な事実の基礎を欠くか、又は社会通念上著しく妥当性を

欠くものとして、違法である。 

ケ その他の個別具体的事情 

(ｱ) 墓地等の経営基盤・経営計画 15 

本件細則８条ただし書の該当性を判断するに当たって、申請地におい

て宗教活動の実績がないにも関わらず巨大な墓地等の経営が計画される

など特段の事由がある場合、周辺住民等の生活環境に影響を及ぼすおそ

れが大きくなるので、これを許可する場合には、本件審査基準にない事

項についても調査し、個別具体的事情として考慮しなければならない。 20 

この場合、大阪市長は、墓地等の経営の永続性・非営利性の確保とい

う観点から、経営破綻の危険性についても調査し、個別具体的事情とし

て考慮するべきである。 

しかし、本件納骨堂の経営について、大阪市長は、Ｎの財務会計書類

について本件許可処分の前に提出を求めておらず、閲覧した形跡もない。25 

また、大阪市長が、本件許可処分の前に本件納骨堂の経営計画について
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調査した形跡もない。本件納骨堂はコンクリート造であり、いずれは老

朽化するが、大阪市長は、許可に当たり、コンクリートの耐用年数を考

慮していない。さらに、本件納骨堂建設にかかった費用約９億円は全て

借入金であるにもかかわらず、Ｎは、販売予定や計画について大阪市に

伝えていない。以上からすれば、本件納骨堂には、経営破綻の現実的な5 

危険がある。 

したがって、大阪市長が、本件納骨堂経営の永続性・非営利性が確保

されていると判断したことは誤りである。 

(ｲ) 生活環境の悪化 

本件細則８条ただし書の該当性を判断するに当たって、景観、悪臭、10 

火災のおそれ等、直接的な生活環境の悪化のおそれについても、個別具

体的事情として考慮しなければならない。 

ａ 本件納骨堂が隣接する地域は第一種住宅地域であり、閑静な住宅街

であったが、これまで寺院が存在しなかった場所に全く縁もゆかりも

ない門真市の寺院が巨大な納骨堂を建設したことにより、突如として15 

死をイメージするような街となり、住環境が一変した。原告らは、自

宅すぐ近くに大量の焼骨が設置されたこと自体に、多大な苦痛を感じ

ている。 

ｂ また、ＮはＲ霊園についても名義貸しを行っており、本件納骨堂の

経営主体は不明であり、本件納骨堂の経営が立ち行かなくなった場合、20 

焼骨が放置されるのではないかといった不安がある。 

仮に、本件納骨堂の経営が成り立ったとしても、参拝者が増える彼

岸や長期休暇時には、大人数の人が押し寄せ、地域に混乱が生じると

ともに、そのことにより周辺地域のゴミが増えたり放置されたりし、

衛生面が悪化し、周辺住民の生活環境が悪化する。 25 

ｃ 本件納骨堂では、焼香が行われており、火気が使用されていること
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から、火災が発生することが考えられる。その場合、周辺住民の生活

環境の悪化だけでなく、周辺住民の生命身体及び財産に危害を与える

ことになる。 

ｄ 本件納骨堂の規模は極めて大きく、彼岸や長期休暇時には参拝者が

増え、大人数が押し寄せると考えられるが、本件納骨堂のすぐ近くに5 

は一時利用の駐車場はなく、本件納骨堂周辺において不法駐車が増え

ることは明らかであり、周辺住民の生活環境が悪化する。 

コ まとめ 

(ｱ) 本件許可処分 

以上のとおり、本件納骨堂の経営の許可について、本件細則８条ただ10 

し書該当性の判断につき、処分行政庁が本件の個別的事情として考慮し

たのは、結局、檀信徒数のみであり、しかも、その檀信徒数も信用に足

りるものではなく、その他の個別具体的事情の調査及び考慮を怠ってい

る。 

この点、納骨堂経営許可申請書（乙４）及び納骨堂経営許可調査書（乙15 

７）においても、生活環境を著しく損なうおそれがないことを判断する

ために、処分行政庁がどのような個別具体的事情についてどのように考

慮したのかを示す記録はない。 

むしろ、本件は、その他の個別具体的事情からすると、人家等にかか

る生活環境を著しく損なうおそれがある。 20 

そうすると、本件納骨堂の経営につき、人家等にかかる生活環境を著

しく損なうおそれがないとして本件細則８条ただし書に該当すると認め

た処分行政庁の判断は、著しく合理性を欠いており、重大な事実の基礎

を欠くか、又は社会通念に照らし著しく合理性を欠くものであって、裁

量権の範囲の逸脱・濫用があるから、本件許可処分は違法である。 25 

(ｲ) 本件各変更許可処分 
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本件各変更許可処分は、本件許可処分に付随する処分であり、本件各

変更許可処分時に本件許可処分が適法であることを前提とした処分であ

ると解されるところ、本件許可処分は、上記で主張したとおり、本件審

査基準の要件を満たさない違法な処分であるから、本件各変更許可処分

も違法である。 5 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１（原告らの原告適格）について 

(1) 判断枠組み 

行政事件訴訟法９条は、取消訴訟の原告適格について規定するが、同条１

項にいう当該処分の取消しを求めるにつき「法律上の利益を有する者」とは、10 

当該処分により自己の権利若しくは法律上保護された利益を侵害され、又は

必然的に侵害されるおそれのある者をいうのであり、当該処分を定めた行政

法規が、不特定多数者の具体的利益を専ら一般的公益の中に吸収解消させる

にとどめず、それが帰属する個々人の個別的利益としてもこれを保護すべき

ものとする趣旨を含むと解される場合には、このような利益もここにいう法15 

律上保護された利益に当たり、当該処分によりこれを侵害され又は必然的に

侵害されるおそれのある者は、当該処分の取消訴訟における原告適格を有す

るものというべきである。 

そして、処分の相手方以外の者について上記の法律上保護された利益の有

無を判断するに当たっては、当該処分の根拠となる法令の規定の文言のみに20 

よることなく、当該法令の趣旨及び目的並びに当該処分において考慮される

べき利益の内容及び性質を考慮し、この場合において、当該法令の趣旨及び

目的を考慮するに当たっては、当該法令と目的を共通にする関係法令がある

ときはその趣旨及び目的をも参酌し、当該利益の内容及び性質を考慮するに

当たっては、当該処分がその根拠となる法令に違反してされた場合に害され25 

ることとなる利益の内容及び性質並びにこれが害される態様及び程度をも勘
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案すべきものである（同条２項、最高裁平成１７年１２月７日大法廷判決・

民集５９巻１０号２６４５頁参照）。 

(2) 本件についての検討 

ア 墓埋法は、墓地等の管理及び埋葬等が、国民の宗教的感情に適合し、か

つ、公衆衛生その他公共の福祉の見地から支障なく行われることを目的と5 

し（１条）、１０条において、墓地等を経営し又は墓地の区域等を変更し

ようとする者は、都道府県知事の許可を受けなければならない旨を規定す

る。同条は、その許可の要件を特に規定しておらず、それ自体が墓地等の

周辺に居住する者個々人の個別的利益をも保護することを目的としている

ものとは解し難い（最高裁平成１２年３月１７日第二小法廷判決・裁判集10 

民事１９７号６６１頁参照）。 

もっとも、墓埋法１０条が上記許可の要件を特に規定していないのは、

墓地等の経営が、高度の公益性を有するとともに、国民の風俗習慣、宗教

活動、各地方の地理的条件等に依存する面を有し、一律的な基準による規

制になじみ難いことに鑑み、墓地等の経営又は墓地の区域等の変更（以下15 

「墓地経営等」という。）に係る許否の判断については、上記のような法

の目的に従った都道府県知事等の広範な裁量に委ね、地域の特性に応じた

自主的な処理を図る趣旨に出たものと解される。そうすると、同条は、墓

埋法の目的に適合する限り、墓地経営等の許可の具体的な要件が、都道府

県（市又は特別区にあっては、市又は特別区）の条例又は規則により補完20 

され得ることを当然の前提としているものと解される。 

そして、本件細則８条は、法の目的に沿って、大阪市長が行う墓埋法１

０条の規定による墓地経営等の許可の要件を具体的に規定するものである

から、原告らが本件各処分の取消しを求める原告適格を有するか否かの判

断に当たっては、その根拠となる法令として本件細則８条の趣旨及び目的25 

を考慮すべきである。 
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イ 本件細則８条本文は、墓地等の設置場所に関し、墓地等が死体を葬るた

めの施設であり（法２条）、その存在が人の死を想起させるものであるこ

とに鑑み、良好な生活環境を保全する必要がある施設として、学校、病院

及び人家という特定の類型の施設に特に着目し、その周囲おおむね３００

ｍ以内の場所における墓地経営等については、これらの施設に係る生活環5 

境を損なうおそれがあるものとみて、これを原則として禁止する規定であ

ると解される。そして、本件細則８条ただし書は、墓地等が国民の生活に

とって必要なものであることにも配慮し、上記場所における墓地経営等で

あっても、個別具体的な事情の下で、上記生活環境に係る利益を著しく損

なうおそれがないと判断される場合には、例外的に許可し得ることとした10 

規定であると解される。 

そうすると、本件細則８条は、墓地等の所在地からおおむね３００ｍ以

内の場所に敷地がある人家については、これに居住する者が平穏に日常生

活を送る利益を個々の居住者の個別的利益として保護する趣旨を含む規定

であると解するのが相当である。 15 

ウ したがって、墓埋法１０条の規定により大阪市長がした納骨堂の経営又

はその施設の変更に係る許可について、当該納骨堂の所在地からおおむね

３００ｍ以内の場所に敷地がある人家に居住する者は、その取消しを求め

る原告適格を有するものと解すべきである（最高裁令和５年判決）。 

エ 前提事実(1)によれば、原告らは、いずれも、本件納骨堂の所在地からお20 

おむね３００ｍ以内の場所に敷地がある人家に居住する者に当たるから、

本件細則８条を根拠として、本件各処分の取消しを求める原告適格を有す

るものということができる。 

２ 争点２（本件各処分の適法性）について 

(1) 認定事実 25 

前提事実、後掲の各証拠及び弁論の全趣旨によれば、本件許可処分に至る
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経緯等に関し、次の各事実が認められる。なお、証拠番号は特段の記載のな

い限り枝番号を含む。 

ア ＮによるＲ霊園の墓地経営許可申請（甲１１３、１１４） 

Ｎは、平成１０年５月２６日付けで、大阪府知事に対し、次の内容で墓

地の経営許可の申請をし、その後、墓地経営の許可を受けた。 5 

名称：宗教法人 Ｎ Ｒ霊園 

所在地：四条畷市ｒｓ－ｔの一部 

区域の概要：実測面積３６６３．９４㎡（ただし国定公園部分２３７５．

５４㎡を除く） 

イ 納骨堂運用指針の策定依頼（甲７６、乙１４、２４、証人Ｍ１～５頁） 10 

  (ｱ) 被告においては、墓地経営等許可の審査に関しては、「墓地経営等許

可に関する審査基準」の運用指針として墓地運用指針（乙１４）が策定

されており、墓地運用指針が参考にされていたが、納骨堂経営許可の審

査に関しては、本件審査基準の運用指針は策定されておらず、墓地運用

指針が参考にされることもなかった。 15 

(ｲ) 環境衛生監視課は、納骨堂運用指針の策定を検討し、平成２６年７月

３１日付けで、環境衛生監視課長から生活衛生課長に宛てて、「墓地経

営等許可に関する審査基準運用指針の改正及び納骨堂経営等許可に関

する審査基準の改正並びに同審査基準運用指針の策定について（依頼）」

と題する文書を発出して納骨堂運用指針の策定を依頼したが、納骨堂運20 

用指針は策定されなかった。 

(ｳ) 墓地運用指針は、墓地経営許可の申請者に対して参考資料として配布

されることがあり、納骨堂経営許可の申請者に対しても標識の設置や説

明会の開催に係る参考資料として配布されることもあったが、納骨堂運

用指針は、墓地や納骨堂の経営許可申請者に対して参考資料として交付25 

されることもなかった。 
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ウ 環境衛生監視課のＮに対する指導（甲４３、４５） 

Ｎの責任役員は、平成２７年１０月２９日以降、環境衛生監視課を複数

回訪れ、納骨堂経営許可の審査基準等について指導を求めた。 

環境衛生監視課の職員は、平成２８年１月６日、Ｎの責任役員が、Ｎは

Ｕ派の末寺であるが、本山であるＵの意向として、Ｕ派における他の末寺5 

の檀家の焼骨もＮの納骨堂に収蔵する予定である旨述べたのに対し、Ｕ派

の他の末寺の檀家の焼骨を納骨堂に収蔵する場合はＵとして経営許可を取

得するのが望ましく、末寺のＮとして経営許可を取得する場合、Ｎの檀家

のための納骨堂であるため、他の末寺の檀家の焼骨を収蔵することはでき

ないと考えられる旨回答した。 10 

また、環境衛生監視課の職員は、平成２８年１月１３日、Ｎの責任役員

に対し、機械式納骨堂については、檀信徒ごとに収蔵されるため、檀家件

数ではなく檀信徒数に見合った数として審査すること、納骨壇数について

は、檀信徒に対して過大な納骨堂を設置した場合に安定した経営が困難に

なる可能性があることから、檀信徒数に見合ったものを審査することとし15 

ていることなどを伝えた。 

エ Ｎの責任役員に対する本件審査基準及び墓地運用指針の交付及び指導

（甲５５、乙２３、２６） 

Ｎの責任役員は、平成２８年８月２５日、環境衛生監視課を訪れ、納骨

堂経営許可に関する審査基準について確認したい旨相談した。同課の職員20 

は、同責任役員に対し、本件審査基準及び墓地運用指針を交付し、本件審

査基準３－１(4)の解釈等について説明し、その後、納骨堂の建設計画に関

する標識を設置することや、周辺住民等への説明会を実施するよう指示を

した。 

オ 標識の設置等（甲４９、８６、乙１１、証人Ｈ２頁） 25 

Ｎは、平成２８年１１月１４日までに、本件土地に、Ｎが本件土地にお
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いて納骨堂を建設する計画をしている旨記載した標識を設置した。Ｈは、

同月１５日、本件土地を訪れて、同標識が設置されていること、本件土地

上に「Ｎｈ別院」の表札がある本件プレハブ建物が存在することを確認し

た。 

カ Ｎによる周辺住民に対する説明会（１回目）（甲５３、５８、１７４） 5 

Ｎは、平成２８年１２月３日、周辺住民に対する１回目の説明会を実施

した。この説明会には、Ｎの責任役員２名、建設会社関係者１名、周辺住

民３０名が参加し、周辺住民からは、①本件土地に建っていた建物の解体

業者が挨拶に来たのが遅く不愉快であった、②地盤沈下が心配である、③

納骨堂の構造や工事の概要に関する説明がほしい、④納骨堂が建築される10 

と日当たりが悪くなる、⑤納骨堂の階段から自宅を覗くことができないよ

うにしてほしい、⑥納骨堂の内部が見えないようにしてほしい、⑦納骨堂

と民家との距離をできるだけ空けてほしい、⑧お経の音や線香の匂いの対

策をしてほしいなどの意見があったほか、⑨不動産価値が下がるのではな

いかといった質問があった。Ｎは、同月６日、環境衛生監視課の職員に対15 

し、上記説明会の概要について報告した。 

キ Ｎ規則変更の承認（乙４、弁論の全趣旨） 

Ｊは、平成２８年１２月８日付けで、大阪府知事から本件土地に従たる

事務所を置く旨のＮ規則（宗教法人法１２条１項が定める規則）の変更の

認証を受けた。 20 

ク 原告Ｂらの環境衛生監視課への来訪（甲５９、６０、７１、７４、乙２

３、２７、原告Ｂ１～１１頁、証人Ｈ９頁） 

(ｱ) 原告Ｂ、原告Ｅほか１名は、平成２９年１月１７日、環境衛生監視課

を訪れて、Ｈに対し、本件土地にＮの納骨堂が建設されることに反対す

る意向である旨伝えた。 25 

(ｲ) 原告Ｂほか１名は、平成２９年１月１８日にも、環境衛生監視課を訪
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れて、Ｈに対し、上記カの説明会においてＮが宗派を問わない旨説明し

ていたことや、Ｎの主たる事務所が門真市にあるにもかかわらず、四條

畷市で墓地を経営していることからすると、明らかに事業型の納骨堂で

あるように見受けられる旨伝えた。 

(ｳ) 原告Ｂ、原告Ｅほか２名は、平成２９年１月２３日午後３時過ぎ頃か5 

ら午後５時頃までの間、環境衛生監視課を訪れて、Ｈ及びＩらに対し、

本件土地にＮの納骨堂経営許可がされた場合には周辺住民の宗教的感情

が侵害されるなどの理由から反対である旨伝えた。 

ケ 環境衛生監視課による本件檀信徒名簿の確認等（乙４、９、１１、１６、

２３、証人Ｈ１～３、２１～２９頁） 10 

Ｈ及びＩは、平成２９年１月２３日午後２時半頃から午後４時半頃まで

の間に、本件土地及び本件プレハブ建物に調査に行き、本件土地上に「Ｎ

ｈ別院」の表札がある本件プレハブ建物が存在し、同建物内に礼拝施設が

あることや、本件申請書類として提出された本件檀信徒名簿の原本を確認

した。本件檀信徒名簿の原本には、「檀信徒」欄に各氏名が、「御住所」欄15 

に各住所が記載されていたほか、「御連絡先」欄に各電話番号が記載され

ていた。 

コ 納骨堂経営許可調査書（甲１、乙７、２３、証人Ｈ５～６頁） 

Ｈは、平成２９年１月２６日頃、上記ケの調査に関し、納骨堂経営許可

調査書を作成した。同調査書には、「調査年月日 平成２９年１月２６日」、20 

「調査者 Ｈ」と記載された上で、調査事項欄に「面積 施設面積２８１．

３２㎡（６１０１体） 境内地面積６０５㎡」、「施設周辺の状況 学校：

有（約１４５ｍ）Ｐ小学校 病院：無 人家：有（約１ｍ）」、「付近の生

活環境を著しく損なう恐れの有無 無」と、備考欄に「当該施設周辺には、

学校及び人家がある。標識の設置に対し、近隣住民から反対意見があった25 

ため、設置期間を２か月間（平成２８年１１月１５日から平成２９年１月
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１６日）とした。」、「代表役員であるＪ氏は、真言宗Ｕ派の大本山である

Ｕの代表役員でもあり、納骨堂設置に関しての議事録を徴収済みである。」

などと記載されている。 

サ Ｎによる周辺住民に対する説明会（２回目）（甲６５） 

Ｎは、平成２９年２月１日、周辺住民に対する２回目の説明会を実施し5 

た。この説明会には、Ｎの責任役員２名、建設会社関係者１名、周辺住民

８名が参加し、周辺住民からは、檀信徒数やＲ霊園、納骨堂の耐震性や納

骨堂の運営資金に関する質問のほか、本件納骨堂の建設に反対する旨の意

見があり、その内容は、①納骨堂はこの街にマッチしない、②無縁の遺骨

がそばにあると思ったら気持ち悪い、③ｈが死人の街になる、④墓という10 

存在自体がいやだ、⑤３００ｍ以内に病院や小学校がある、などというも

のであった。Ｎは、本件土地及び本件納骨堂の建物に抵当権を付けること

はできないことから判断してもらっても本件納骨堂の運営資金に問題はな

い旨回答した上で、本件納骨堂の建設に理解をいただきたい旨述べた。Ｎ

は、同月７日、環境衛生監視課の職員に対し、上記説明会の概要について15 

報告した。 

シ 周辺住民による納骨堂建築反対の署名の提出等 

(ｱ) 平成２９年２月８日付署名の提出（甲６７） 

本件土地の周辺住民のうち、「Ａ親交町会 地域環境を守る会」と称

する１９５名は、平成２９年２月９日、大阪市長及び大阪市保健所環境20 

衛生監視課長宛てに、本件納骨堂の建設に反対する旨の同月８日付けの

署名を提出した。その提出文書及び署名には、①納骨堂経営の最高責任

者が不在で、明らかにされていない、②僧侶が不在で宗教活動がなく、

営利目的の納骨堂である、③建設予定の納骨堂は住宅地にあり、周囲民

家との間隔がない、④６階建ての巨大ビルで遺骨を収集し、多くの参拝25 

者が予想されるが、駐車場がない建物である、⑤約１００ｍ離れた場所
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に小学校があり、この小学校から約５０ｍ離れた場所に葬儀場も建って

いるといった意見が記載されていた。 

(ｲ) 平成２９年２月１３日付署名の提出（甲６８） 

本件土地の周辺住民のうち、「ｈ総和会」と称する９６名は、平成２

９年２月１３日、大阪市長及び大阪市保健所環境衛生監視課長宛てに、5 

本件納骨堂の建設に反対する旨の同日付けの署名を提出した。その提出

文書及び署名には、①審査基準に当てはまらない多くのことがあること、

②建設予定の本件納骨堂が民家と隣接すること、③約１３０ｍ離れたと

ころに小学校があること、④約５０ｍ離れたところに既に葬儀場がある

ことなどの意見が記載され、また、提出の際には、宗教法人の名義貸し10 

が行われているのではないかといった意見が述べられた。 

(ｳ) 平成２９年２月１６日の文書投稿等（甲７０） 

本件土地の周辺住民のうち、「ｈ振興町会 Ａ親交会並びに総和会 地

域環境を守る会」と称する者は、平成２９年２月１６日、環境衛生監視

課の納骨堂担当者宛てに、意見書を提出した。その意見書には、納骨堂15 

の永続性、非営利性確保の観点から、本件土地の購入から納骨堂建設に

至るまでの資金の流れを調査し、名義貸しが行われていないか、Ｎが実

際に納骨堂経営を行うことができるかを十分に精査してもらいたい旨の

意見が記載されていた。 

ス 本件プレハブ建物の撤去（甲２９、８４、１００） 20 

Ｎは、平成３０年２月２７日付けで、大阪市から、本件プレハブ建物に

つき建築基準法６条及び６条の２の建築確認の申請を行っていないとして

是正指導を受けたことから、同年３月２２日に本件プレハブ建物を撤去し

た。 

セ 本件納骨堂の完成（甲１５４、甲新１９、乙３７） 25 

本件納骨堂は、令和元年１１月２２日に完成し、同年１２月５日、建築
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基準法７条の２第１項の完了検査を受けた。 

ソ Ｗによる本件納骨堂等の広告（甲１０１、１４７、１４８、１５２、１５

３、１６７） 

大阪府箕面市に本店を置く株式会社であるＷは、少なくとも令和元年９

月１０日頃から令和２年１月１６日頃までの間、ウェブサイト、テレビコ5 

マーシャル、パンフレット等の媒体により、本件納骨堂につき「Ｗの堂内

墓地」、「Ｘ」などの呼称で、利用者を募集する旨の広告を行っていた。同

ウェブサイトにおいては、令和元年９月１０日の時点で、「契約後は、Ｎ

の檀家にならなければならないのですか？」という質問に対し、「檀家に

なる必要はございません。」との回答が掲載されていた。 10 

(2) 事実認定の補足説明 

ア 事実認定イ（納骨堂運用指針の策定依頼）について 

原告らは、納骨堂運用指針が策定され、施行されたことを前提に、納骨

堂運用指針が本件審査基準の解釈の根拠となる旨主張する。 

しかし、納骨堂運用指針の附則の施行日は日付が空欄となっている上（甲15 

７６）、環境衛生監視課及び生活衛生課の職員であったＭは、生活安全課

において納骨堂運用指針の策定を検討したものの、結局策定はされず、納

骨堂運用指針の案を墓地や納骨堂の経営許可申請者に交付したことも、納

骨堂運用指針の案を考慮して審査をしたこともない旨述べており（乙２４、

証人Ｍ２～４頁）、本件申請がされた当時、納骨堂運用指針が策定され、20 

施行されていたことを認めるに足りる証拠はない。 

したがって、納骨堂運用指針が策定されたとは認められない。 

イ 認定事実ケ（環境衛生監視課による本件檀信徒名簿の確認等）について 

原告らは、平成２９年１月２３日、午後３時頃から午後５時頃までＨと

本件ビルにおいて面談していたことから、Ｈが同日に本件土地に調査に赴25 

き本件檀信徒名簿を確認した事実はない旨主張し、原告Ｂもこれに沿う供
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述をする（甲７４、原告Ｂ１～１１頁）。 

この点、原告Ｂの供述や相談処理簿（甲６０）の記載に照らせば、原告

らが主張するとおり、原告Ｂらが平成２９年１月２３日午後３時過ぎ頃か

ら午後５時頃までの間に環境衛生監視課を訪れ、Ｈを含む同課の職員が相

談対応した事実が認められる。他方で、Ｈは、同日午後２時半頃から午後5 

４時半頃までの間に、Ｉとともに本件土地（納骨堂建設予定地）に調査に

行き、檀信徒名簿の原本を確認した後、午後４時半頃に本件ビルに戻り、

原告Ｂらの相談に対応した旨述べている（乙２３、証人Ｈ１～３頁）。被

告の公用車の運転手であった職員が作成した自動車運行日誌（乙９）や、

Ｈが記入した個人情報持出し記録簿（乙１０）、Ｉの出張命令の申請（乙10 

１６）には、これを裏付ける記載があり、これらの証拠は被告の業務にお

いて作成され継続的に記録されたものであって、信用性が高いといえる。 

また、Ｈが作成した納骨堂経営許可調査書には、調査年月日として「平

成２９年１月２６日」と記載されているが（認定事実コ）、Ｈは、単純な誤

記か、報告書の作成日を調査日として記載した可能性がある旨説明してお15 

り（乙２３、証人Ｈ５頁）、この説明内容は特段不合理とはいえない。加え

て、Ｈが同日午後４時半頃に本件ビルに戻った後、原告Ｂらの相談に対応

することは時間的に可能であり、原告Ｂも、相談対応した環境衛生監視課

の職員は２～３人が入れ替わった旨述べていること（原告Ｂ２０頁）から

すれば、Ｈが、同日午後２時半頃から、本件土地に調査に行き、檀信徒名20 

簿の原本を確認した後、午後４時半頃に本件ビルに戻り、原告Ｂらの相談

に対応した事実が認められる。 

なお、原告らは、Ｈが同日の調査につき出張命令の申請をしていないこ

と（甲１１６）から、Ｈの上記供述は信用できない旨主張するが、Ｈは、同

日の調査が公用車を使用するものであって交通費の請求を要しないため、25 

出張命令の申請を失念した旨述べており（乙２３、Ｈ７頁）、この説明内
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容は特段不合理とはいえないから、Ｈが出張命令を申請していないことは、

上記認定に影響を及ぼす事情とはいえない。 

したがって、原告らの主張は採用することができない。 

(3) 判断枠組み等 

ア 判断枠組み 5 

上記１(2)アで述べたとおり、墓埋法１０条が墓地経営等の許可の要件を

特に規定していないのは、墓地等の経営が、高度の公益性を有するととも

に、国民の風俗習慣、宗教活動、各地方の地理的条件等に依存する面を有

し、一律的な基準による規制になじみ難いことに鑑み、墓地経営等に係る

許否の判断について、墓埋法の目的に従った都道府県知事等の広範な裁量10 

に委ね、地域の特性に応じた自主的な処理を図る趣旨に出たものと解され

る。そうすると、同条は、墓埋法の目的に適合する限り、墓地経営等の許

可の具体的な要件が、都道府県等の条例又は規則により補完され得ること

を当然の前提としているものと解される。 

そして、本件細則８条は、墓地経営等に係る許否の判断が大阪市長の広15 

範な裁量に委ねられていることを前提として、墓埋法の趣旨及び目的に沿

って、同条本文において、原則として、大阪市長が墓埋法１０条の規定に

よる墓地経営等の許可を行わない場合の要件を具体的に規定し、同条ただ

し書において、申請者の申請の内容が同条本文の要件を充足しない場合で

あっても、例外的に墓地経営等の許可を行うことができる場合の要件を具20 

体的に規定したものと解される。 

上記のような本件細則８条の趣旨に鑑みれば、大阪市長がした墓地経営

等に係る許否の判断における、本件細則８条所定の要件該当性の判断につ

いては、その判断の基礎とされた重要な事実に誤認があること等により重

要な事実の基礎を欠くことになる場合、又は、事実に対する評価が明らか25 

に合理性を欠く場合、判断の過程において考慮すべき事情を考慮しないこ
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となどによって、その判断が社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものと

認められる場合に限り、裁量権の範囲を逸脱し、又は濫用したものとして

違法となるものというべきである。 

イ 本件審査基準について 

上記アによれば、本件細則は、墓地経営等の許否の判断が大阪市長の広5 

範な裁量に委ねられていることを前提として、墓埋法の趣旨及び目的に沿

って、大阪市長が行う墓埋法１０条の規定による、墓地経営等の許可に係

る具体的な要件を定めたものと解される。 

そして、本件審査基準は、大阪市長が、上記の墓地経営等の許可に係る

具体的な要件を判断する際の審査の対象を定めたものであるものと解され10 

るものの、墓地経営等の許否の判断が大阪市長の広範な裁量に委ねられて

いることや、本件審査基準は、経営主体、添付書類、申請書の審査項目に

ついて定めたものにとどまり、具体的な要件を網羅的又は確定的に示した

ものとは言い難いことからすれば、本件審査基準は、本件細則に係る上記

アの裁量判断において、大阪市長（処分行政庁）が考慮すべき要素を定め15 

たにとどまるものと解するのが相当である。 

ウ 墓地運用指針・納骨堂運用指針・本件通達について 

(ｱ) 墓地運用指針 

墓地運用指針は、「墓地経営等許可に関する審査基準」に関する運用

指針として策定されたものであるから、納骨堂の経営許可の判断に関す20 

る本件審査基準の運用指針として用いられるものではないと解される。 

もっとも、環境衛生監視課の職員がＮに対して墓地運用指針を交付し、

本件細則８条ただし書及び本件審査基準３－１(2)の「付近の生活環境を

著しく損なうおそれがない」との項目に関して、墓地運用指針基準３関

係の４を参考に、標識の設置や説明会の開催等の周辺住民に対する周知25 

の方法について指示を行っていること（認定事実エ）からすれば、墓地
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運用指針は、標識の設置及び説明会の開催等の周辺住民に対する周知の

方法という限度においては、納骨堂の経営許可の判断においても、本件

審査基準の解釈の参考とされていたものと考えられる。 

他方で、墓埋法上、墓地は、焼骨の埋蔵のみならず死体の埋葬（土葬）

が想定され（同法２条４項）、屋外に設置されて風雨にさらされるもの5 

であるのに対し、納骨堂は、屋内での焼骨の収蔵のみが想定され（同条

６項）、墓地に比較して公衆衛生上の問題が少ないというように、両者

は性格が異なるものであることからすれば、墓地運用指針は、上記の周

辺住民に対する周知の方法の参考という限度を超えて、納骨堂の経営許

可に係る運用指針としてそのまま適用し得るものではないというべきで10 

ある。また、墓地運用指針の性格が、飽くまでも本件審査基準の解釈の

参考に過ぎないことからすれば、仮に墓地運用指針に示された項目を満

たさないとしても、そのことのみをもって当然に納骨堂の経営許可をす

べきでないということにはならないというべきである。 

(ｲ) 納骨堂運用指針 15 

上記(2)アで述べたとおり、納骨堂運用指針が策定された事実は認めら

れず、また、環境衛生監視課において納骨堂運用指針の案を墓地や納骨

堂の経営許可申請者に交付したり、大阪市長が納骨堂運用指針の案を考

慮して審査をしたりした事実は窺われないことからすれば、納骨堂運用

指針は、納骨堂の経営許可の審査において、本件審査基準の解釈の根拠20 

となるものとは認められない。 

(ｳ) 本件通知 

本件通知は、都道府県等が自治事務として行う墓地に関する指導監督

についての、国（厚生省生活衛生局長）の技術的助言としての性質を有

するものにとどまることに加え、墓地に関する指導監督事務のガイドラ25 

インであり、そもそも納骨堂に関するものではない。 
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したがって、本件通知は、納骨堂の経営許可の判断において、本件審

査基準の解釈の根拠となるものとは認められない。 

エ 積極的調査義務の有無について 

原告らは、大阪市長には、納骨堂経営許可に当たり、申請の内容につい

て積極的に調査すべき義務がある旨主張する。 5 

しかし、上記１(2)アで述べたとおり、納骨堂経営許可の根拠法令である

墓埋法１０条の趣旨は、納骨堂等の経営許可の判断を都道府県知事等の広

範な裁量に委ねるというものであり、同条が納骨堂等の経営許可の判断に

おける調査方法やその程度についても何ら規定していないことからすれ

ば、その具体的な調査の方法・程度についても、判断権者である都道府県10 

知事等の広範な裁量に委ねる趣旨であると考えられる。 

したがって、大阪市長に積極的に調査すべき義務があるとする原告らの

上記主張は採用することができない。 

オ 原告らが主張することのできる違法事由について（行政事件訴訟法１０

条１項） 15 

(ｱ) 判断枠組み 

行政事件訴訟法１０条１項は、取消訴訟においては、自己の法律上の

利益に関係のない違法を理由として取消しを求めることができない旨を

定めており、同項の趣旨は、取消訴訟が違法な処分によって侵害された

原告の権利利益を救済するための主観訴訟であることから、原告が具体20 

的に主張し得る処分の違法事由は、自己の法律上の利益に関係のあるも

のに限られることによるものと解される。そうすると、同項の「自己の

法律上の利益に関係のない違法」とは、行政庁の処分に存する違法のう

ち、原告の権利利益を保護する趣旨で設けられたのではない法規に違背

した違法をいうものと解すべきところ、同項の適用に当たっては、違法25 

の根拠とされる法規が原告の法律上の利益に関係のない法規であるかど
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うか、及び、違法事由として主張される具体的事実がその法律上の利益

に関係のないものであるかどうかを検討する必要がある。 

そして、処分の名宛人以外の第三者が提起した取消訴訟においては、

原告の個別的な利益を保護する趣旨で設けられた規定、すなわち、原告

適格を基礎付ける規定以外の処分の根拠規定に違反するという違法事由5 

は、原告の法律上の利益に関係のない違法というべきである（最高裁平

成元年２月１７日第二小法廷判決・民集４３巻２号５６頁参照）。 

(ｲ) 本件細則に係る違法事由の主張について 

ａ 本件細則８条について 

上記１(2)イで述べたとおり、本件細則８条は、墓地等の所在地から10 

おおむね３００ｍ以内の場所に敷地がある人家については、これに居

住する者が平穏に日常生活を送る利益を個々の居住者の個別的利益と

して保護する趣旨を含む規定であると解するのが相当であり、本件に

おいて、原告らは、いずれも本件土地から３００ｍ以内の場所に居住

する者であるから、本件細則８条により原告適格が認められる。した15 

がって、原告らは、原告適格を基礎付ける規定である本件細則８条に

係る違法事由について主張することができる。 

ｂ 本件細則１０条２号について 

納骨堂の構造設備の基準として周囲に塀を設けること等を規定する

本件細則１０条２号は、納骨堂が静穏な環境の下で死者を追悼する施20 

設となることを確保し、これを利用する者の利益を保護する趣旨の規

定であると解されるから、納骨堂の周辺に居住する者に原告適格を認

める根拠となるものではない（最高裁令和５年判決参照）。 

したがって、本件細則１０条２号は、原告らの原告適格を基礎付け

る規定であるとはいえず、本件許可処分が本件細則１０条２号に違反25 

する旨の主張は、原告らの原告適格を基礎付ける規定以外の処分の根
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拠規定に違反するという違法事由であって、原告らの法律上の利益に

関係のない違法といえることから、原告らは、本件細則１０条２号に

係る違法事由については、行政事件訴訟法１０条１項により主張する

ことができないというべきである。 

(ｳ) 本件審査基準に係る違法事由の主張について 5 

ａ 本件審査基準３－１(2)について 

本件審査基準３－１(2)は、その内容が、本件細則８条とおおむね同

じであり、同条に関する審査基準を定めたものであると認められ、上

記１(2)のとおり、本件細則８条は、原告らの原告適格を基礎付ける規

定であると認められる。したがって、原告らは、本件審査基準３－１10 

(2)に係る違法事由を、本件細則８条に係る違法事由として、主張する

ことができるというべきである。 

ｂ 本件審査基準１、３－１(1)、(3)～(6)について 

本件審査基準１、３－１(1)は、経営主体の適格性に関する審査基準

であり、また、本件審査基準３－１(3)ないし(5)は、納骨堂を設置す15 

る土地及び建物の所有権、登記、境内地の性質等に関する審査基準で

あると認められる。そして、納骨堂が、遺骨を葬るための施設である

ことに鑑みると、経営主体の適格性を著しく欠いたり、納骨堂を設置

する土地建物の権利関係が著しく不安定であった場合には、納骨堂の

永続的な経営がされず、結果として、納骨堂の周辺住民の平穏に日常20 

生活を送る利益が害され、本件細則８条ただし書にいう「付近の生活

環境を著しく損なうおそれがないと認めるとき」に当たらないことも

想定される。 

さらに、本件審査基準３－１(6)は、納骨壇数と檀信徒数との関係に

関する審査基準であるところ、納骨壇数と檀信徒数との関係が著しく25 

整合性を欠くような場合には、納骨堂の永続的な経営がされず、結果
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として、納骨堂の周辺住民の平穏に日常生活を送る利益が害され、本

件細則８条ただし書にいう「付近の生活環境を著しく損なうおそれが

ないと認めるとき」に当たらないことも想定される。 

そうすると、経営主体の適格性や、納骨堂を設置する土地建物の権

利関係等に関する審査基準（本件審査基準１、３－１(1)、(3)～(6)）5 

についても、単に公益的な観点からの審査基準にとどまらず、本件細

則８条の趣旨・目的を踏まえ、同条ただし書にいう「付近の生活環境

を著しく損なうおそれがないと認めるとき」の判断に係る審査基準で

もあるというべきであるから、上記の本件審査基準に係る違法事由に

ついては、原告らの法律上の利益に関係のない違法であるということ10 

はできない。 

したがって、原告らは、本件審査基準１、３－１(1)、(3)～(6)に係

る違法事由についても、本件細則８条に係る違法事由として主張する

ことができるというべきである。 

 ｃ 本件審査基準３－１(7)について 15 

本件審査基準３－１(7)は、その内容が、本件細則１０条２号とおお

むね同じであるから、本件細則８条に係る審査基準を定めたものでは

なく、本件細則１０条２号に関する審査基準を定めたものであると認

められる。そして、上記(ｲ)ｂのとおり、同号は、原告らの原告適格を

基礎付ける規定であるとはいえないから、同号に係る違法事由は、原20 

告らの法律上の利益に関係のない違法であるというべきである。 

したがって、本件審査基準３－１(7)に係る違法事由は、原告らの原

告適格を基礎付ける規定以外の処分の根拠規定に違反するという違法

事由であって、原告らの法律上の利益に関係のない違法といえるから、

原告らは、本件審査基準３－１(7)に係る違法事由については、行政事25 

件訴訟法１０条１項により主張することができないというべきであ
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る。 

(4) 本件許可処分について 

本件納骨堂の所在地は、学校及び人家の敷地から３００ｍ以内の場所にあ

るから（前提事実(1)ア）、本件細則８条本文により、原則として、墓地経営

等の許可を行わない場合に該当する。 5 

そして、原告らは、本件許可処分が、本件細則８条ただし書に関する本件

審査基準１、３－１(1)～(6)を満たすものではなく、本件細則８条ただし書

にいう「付近の生活環境を著しく損なうおそれがないと認めるとき」に該当

せず、違法である旨主張するから、大阪市長が、本件審査基準１、３－１(1)

～(6)を満たし、本件細則８条ただし書に該当するとして本件許可処分をした10 

判断に、裁量権の範囲の逸脱又はその濫用が認められるか否かについて検討

する。 

ア 本件審査基準１、３―１(1)該当性（経営主体の適格性があること）につ

いて 

(ｱ) 検討 15 

本件納骨堂の経営主体であるＮは、大阪府門真市に主たる事務所を置

く宗教法人であると認められる（前提事実(1)ウ）ことから、本件審査基

準１(1)の「宗教団体」に該当する。 

また、Ｎは、本件納骨堂の敷地である本件土地を所有しており（前提

事実(2)）、Ｎが、周辺住民に対する説明会において、Ｎは本件土地及び20 

本件納骨堂の建物に抵当権を付けることはできないことから判断しても

らっても本件納骨堂の運営資金に問題はない旨回答し、環境衛生監視課

の職員にもその旨報告しており（認定事実サ）、実際にも、本件申請当

時、本件土地に抵当権等の担保物権は設定されておらず（前提事実(4)イ

(ｳ)）、その後、本件納骨堂の建物にも抵当権等の担保物権は設定されて25 

いないこと（前提事実(7)）からすれば、本件許可処分当時、Ｎにつき、
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宗教法人としての活動実態や納骨堂経営のための財政基盤に関する特段

の問題は伺われなかったものと認められる。 

したがって、大阪市長が、本件審査基準１、３－１(1)のうち経営主体

の適格性について、これを充足すると判断したことが不合理であるとは

いえず、その判断に裁量権の逸脱又はその濫用があったとは認められな5 

い。 

(ｲ) 原告らの主張について 

ａ 原告らは、単に経営主体が形式的に宗教法人等であれば良いという

ものではなく、納骨堂の設置との関係で実質的な適格性を有するか否

かを判断すべきであるとし、Ｗが不特定多数の者に対し宗派を問わず10 

本件納骨堂の利用者の募集等を行ったり、Ｊが代表役員を務めるＵの

納骨堂についても新聞広告を行ったりしている事実を指摘して、本件

納骨堂の実質的な経営主体はＷであり、名義貸しによる経営である疑

いが強い旨主張する。 

しかし、Ｊは、本件納骨堂の経営はＮが行っており、Ｗには本件納15 

骨堂の使用権の販売や募集広告を委託しているのみであり、本件納骨

堂の利用者の募集については、宗派を問わず募集することは想定して

おらず、Ｎの檀信徒を増やすことが一番の目的である旨説明している

ことや（証人Ｊ２６～２７、３４～３５頁）、本件土地及び本件納骨

堂の全部事項証明書を見ても、Ｗによる担保物権の設定等は認められ20 

ないこと（前提事実(4)イ(ｳ)、(7)）などからすれば、Ｗが本件納骨堂

の実質的な経営者であることを認めるに足りず、他にこれを認めるに

足りる的確な証拠はない。 

また、Ｗは、少なくとも、本件許可処分より後の令和元年９月１０

日頃から令和２年１月１６日頃までの間、本件納骨堂について利用者25 

を募集する旨の広告を行っており（認定事実ソ）、同広告において、
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「契約後は、Ｎの檀家にならなければならないのですか？」という質

問に対し、「檀家になる必要はございません。」との回答が掲載され

ていたことや、その他のウェブサイトにおいても本件納骨堂が「宗派

不問」である旨の記載があったことが認められる（甲１６０）。しか

し、Ｗがした上記募集広告について、Ｎは、Ｗの広告制作上のミスに5 

過ぎず、本件納骨堂を利用するためにはＮの檀信徒となる必要があり、

宗派を問わない旨の広告の記載はその後削除されている旨説明してお

り（甲１６９、１７０）、Ｎのこのような説明内容は、上記のＪの説明

内容とも整合することからすれば、Ｗが、Ｎの承諾を得た上で、本件

納骨堂について宗派を問わず利用者を募集していたものと認めるに足10 

りない。 

以上によれば、Ｗが本件納骨堂の実質的な経営主体であり、本件納

骨堂が名義貸しによる経営であるとは認められず、この点に関する原

告らの上記主張は理由がない。 

ｂ また、原告らは、Ｎについて、①本件許可処分当時、本件納骨堂に15 

つき経営破綻の現実的危険性があったにもかかわらず、経営基盤・経

営計画について調査がされていないこと、②Ｎ代表役員のＪがＵの代

表役員として行ったＵ納骨堂の経営許可申請書類（「真言宗Ｕ一覧」

〔甲１７２の３・２０枚目〕）の記載内容が虚偽である疑いが強いこ

と、Ｒ霊園の敷地に地上権が設定されているのは四条畷市墓地等の経20 

営の許可等に関する条例１３条３項に違反することなどから、本件納

骨堂の経営主体の適格性がないことが推認されること、③当審（差戻

後の第一審）における文書送付嘱託に対するＮの対応からすれば、本

件許可処分当時においても、Ｎの財産的基盤は不明であり経営主体の

適格性がなかったことが推認されることなどを主張する。 25 

しかし、上記①については、原告らは、Ｎは、Ｒ霊園における霊園
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事業及び本件納骨堂の経営を行っているにもかかわらず、Ｎが大阪府

知事に対して提出した「事務所備付け書類の写しの提出について」（平

成２８年度分〔平成２９年４月３０日付け〕、平成２９年度分〔平成

３０年４月１日付け〕等、甲１７８）には、いずれも収支計算書はな

い（公益事業以外の事業を行っていない）、事業に関する書類はない5 

（事業を行っていない）と記載されており、矛盾があることや、宗教

法人法２５条所定の収支計算書等を作成しておらず、法令上の書類の

作成義務に違反していること、平成２９年度分〔平成３０年４月１日

付け〕の財産目録（甲１７８の２、甲新２４）によっても本件納骨堂

の経営に関する財産的基盤は不明であること等を指摘するが、上記各10 

書類は、本件許可処分（平成２９年２月２７日付け）より後に作成さ

れたものであり、被告ではなく大阪府知事に対して提出された書類に

とどまることに加え、Ｎの法令上の書類の作成義務につき疑義がある

としても、また、上記財産目録の記載内容を前提にしても、これをも

って、直ちに、本件許可処分当時、本件納骨堂につき経営破綻の現実15 

的危険性があったことを推認することはできず、原告らの上記主張は、

その前提において採用することができない。 

また、上記②については、証拠（甲２６、１７２の３、甲新２９）及

び弁論の全趣旨によれば、Ｊが代表役員を務めるＵは、令和元年８月

２８日、大阪市長に対し、納骨堂経営許可申請書を提出したこと、Ｒ20 

霊園の敷地には、平成１２年１０月２日設定の墓石建立を目的とする

地上権が設定されていることが認められるが、Ｕの納骨堂経営許可申

請がされたことは、本件許可処分（平成２９年２月２７日付け）より

後の事情である上、仮にＪがＵの代表役員として行った別件の納骨堂

経営許可申請の提出書類の内容に疑義があったとしても、そのことか25 

ら直ちに本件申請書類の内容の信用性に疑いが生じるということはで
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きない。また、本件納骨堂とは別のＲ霊園の敷地に係る地上権と四条

畷市墓地等の経営の許可等に関する条例との関係との疑義について、

被告が本件許可処分に当たり考慮しなかったことをもって、本来考慮

すべき事実について考慮されていないと評価することはできない。 

さらに、上記③については、証拠（甲新１８、２０ないし２６）及び5 

弁論の全趣旨によれば、Ｎは、当審（差戻後の第一審）における令和

５年１２月１５日付け文書送付嘱託には応じ、対象文書を送付するな

どしたものの、令和６年３月５日付け文書送付嘱託には応じなかった

ことが認められる。しかし、これらの事実関係は、本件許可処分（平

成２９年２月２７日付け）より後の事情であることに加え、上記事実10 

をもって、直ちに、Ｎが、本件許可処分当時において、経営主体の適

格性がなかったことを推認させるものであるということはできない。 

イ 本件審査基準３―１(1)（納骨堂の設置及び拡張の必要性）及び本件審査

基準３―１(6)（納骨壇数については、檀信徒等の数に応じたものであるこ

と）について 15 

(ｱ) 検討 

Ｎは、本件申請書において、本件申請書類として、「別院（納骨堂）建

立への要望書」と題する書面、総代会議事録、責任役員会議事録のほか、

６２６９名の氏名が記載された本件檀信徒名簿の写しを提出しており

（前提事実(4)イ(ｶ)・(ｷ)）、証拠（乙４）及び弁論の全趣旨によれば、20 

上記「別院（納骨堂）建立への要望書」と題する書面（平成２８年８月３

１日付）には、Ｎの檀家総代２名からの要望として、Ｒ霊園の開園から

１５年が経過し、檀信徒のニーズが変化し、交通の便が良い都市部に納

骨堂を建立する要望が高まっていることなどから、別院（納骨堂）建立

を要望する旨の記載があり、これを受けて、同日、Ｎの総代３名のうち25 

２名が出席した総代会議及び責任役員５名全員が出席した責任役員会議
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において、別院建設とそれに伴う寺院規則の変更が承認・可決された事

実が認められる。 

また、Ｈ及びＩは、平成２９年１月２３日午後２時半から午後４時半

までの間に、Ｎのｈ別院事務所において本件檀信徒名簿（檀信徒数６２

６９名）の原本を確認しており、その原本には、「檀信徒」欄に各氏名5 

が、「御住所」欄に各住所が、「御連絡先」欄に各電話番号が記載されて

いた（認定事実ケ）ことから、これら檀信徒の焼骨を収蔵するため、本

件申請に係る規模（格納基数６１０１基）の納骨堂を設置する必要性が

あるものと判断されたことが認められる。 

以上のとおり、Ｎの檀信徒から都市部の納骨堂設置の要望があり、納10 

骨堂設置の必要性が認められ、格納基数は本件檀信徒名簿記載の檀信徒

の数である６２６９名に応じた６１０１基とされていることから、大阪

市長が、本件審査基準３―１(1)（納骨堂の設置及び拡張の必要性）及び

本件審査基準３―１(6)（納骨壇数については、檀信徒等の数に応じたも

のであること）について、これを充足すると判断したことには合理性が15 

あり、その判断に裁量権の逸脱又はその濫用があったとは認められない。 

(ｲ) 原告らの主張について 

ａ 原告らは、Ｊは、Ｎの檀信徒は、本件申請前の平成２９年時点で２

０００人であり、その後、本件申請時は６０００人となった旨証言し

た上で、４０００人はもともとＵの檀信徒であったことを認めている20 

が、本件許可処分がされた平成２９年２月２７日までのごく短期間で

檀信徒数が約３倍になった旨の説明は信用することができず、また、

そもそもＮは、檀信徒という言葉を、Ｎ規則１６条にある檀信徒の定

義「眞言宗の教義を信奉し、この寺院の維持経営に協力する者」とは

異なり、単にお寺に祈願すればよい、本人が檀信徒といえば檀信徒と25 

なるという、非常に広い意味で用いており、このような檀信徒は、宗
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教法人が納骨堂の経営を行う必要性があることを判断する際の前提と

なる檀信徒とはいえないことから、大阪市長がＮの檀信徒数を６２６

９人と認定したことは誤りである旨主張する。 

しかし、本件審査基準３－１(6)において、納骨壇数は「檀信徒等」

の数に応じたものであることとされており、この基準自体、「檀信徒」5 

の定義を一義的に定めるものではなく、「檀信徒」に当たるか否かは

信仰に関わるものであることなどからすれば、申請に際し提出された

檀信徒名簿については、それが一見して明らかに不自然であり虚偽で

あることが疑われるものでない限り、大阪市長は、当該檀信徒名簿に

記載された檀信徒の数を前提に、本件審査基準３－１(6)を充足するか10 

否かを確認すれば足りるというべきである。 

本件において、Ｈ及びＩは、本件檀信徒名簿の原本を確認し、「檀

信徒」欄に各氏名が、「御住所」欄に各住所が、「御連絡先」欄に各電

話番号が記載されていることを確認していることから（認定事実ケ）、

本件檀信徒名簿は、それが一見して明らかに不自然であり虚偽である15 

ことが疑われるものであるとはいえず、大阪市長が、本件檀信徒名簿

に記載された檀信徒の数を前提に、本件審査基準３－１(6)を充足する

か否かを判断したことが不合理であるとはいえない。 

また、Ｊは、「本件檀信徒名簿に記載された檀信徒」について、「檀

信徒」のうち、責任役員のＫにおいて連絡がつく方に聞き取りをして20 

連絡先までもらった人が「本件檀信徒名簿に記載された檀信徒」であ

り、その人数が６２６９名であった旨説明しており（証人Ｊ１１、３

３～３４、３８～３９、４３頁）、本件檀信徒名簿には各檀信徒の氏

名、住所、電話番号が記載されていること（認定事実ケ）、「檀信徒」

の理解について、Ｎの担当者は、複数年に渡りＮに祈願していただけ25 

れば信徒と考える旨説明し（甲１３５）、Ｊは、檀信徒とは檀家（家族
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や親族等の回向をする方）及び信徒（寺にお参りに来る方）であり、

寺にお参りをしてお賽銭を入れるのも寺の維持経営に含まれる旨説明

しており（証人Ｊ１、４６～４７頁）、このような「檀信徒」の理解が

Ｎ規則１６条にいう「眞言宗の教義を信奉し、この寺院の維持経営に

協力する者」の解釈として誤りであるとはいえないことからしても、5 

本件檀信徒名簿の記載内容が虚偽であるとは認められない。 

したがって、大阪市長が、本件檀信徒名簿の記載から、檀信徒の数

が６２６９名であることを前提に本件審査基準３－１(6)を充足する

か否かを判断したことについて、裁量権の逸脱又はその濫用があった

とは認められない。この点に関する原告らの上記主張は理由がない。 10 

ｂ 原告らは、Ｎが四條畷市においてＲ霊園を経営しており、その聖地

数が約２５００聖地であり、かなりの空き区画があることなどからす

れば、大阪市長は、６１０１基もの納骨壇数を備える本件納骨堂を設

置する必要性について疑念を抱くべきであるのに、全く調査を行わな

かった旨主張する。 15 

しかし、上記(3)エで述べたとおり、そもそも大阪市長は積極的な調

査義務を負うものではなく、また、その点を措くとしても、上記(ｱ)で

述べたとおり、本件申請書類の記載内容から、Ｎの檀信徒からＲ霊園

のほかに都市部の納骨堂を設置することの要望があったことや、納骨

壇数が檀信徒数に応じたものとされていることが読み取れることから20 

すれば、大阪市長が本件納骨堂設置の必要性について更なる調査を行

わなかったことにつき裁量権の範囲の逸脱又はその濫用があったとは

認められない。 

したがって、この点に関する原告らの上記主張は理由がない。 

ｃ 原告らは、Ｎが、平成２８年１月６日、自らの檀信徒以外を対象に25 

して納骨堂を経営しようとしている意図を被告に示していたにもかか
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わらず、大阪市長がその点を考慮せずに本件許可処分をしており、本

件納骨堂の設置の必要性は認められず、納骨壇数は、檀信徒等の数に

応じたものではない旨主張する。 

しかし、環境衛生監視課の職員は、Ｎの責任役員に対し、平成２８

年１月６日、Ｕ派の末寺のＮとして経営許可を取得する場合、Ｎの檀5 

家のための納骨堂であるため、Ｕ派の他の末寺の檀家の焼骨を収蔵す

ることはできないと考えられる旨伝え、同月１３日にも、納骨壇数に

ついては、檀信徒に対して過大な納骨堂を設置した場合に安定した経

営が困難になる可能性があることから、檀信徒数に見合ったものを審

査することとしていることなどを伝えているのであって（認定事実10 

ウ）、Ｎの檀信徒以外を対象にして納骨堂を設置することはできない

旨の指導がされており、Ｎもまた、上記指導を理解した上で、平成２

９年１月１７日に本件申請をしているのであるから（前提事実(4)）、

本件申請は、上記指導を踏まえた上でされたものと認められる。そし

て、上記(ｱ)で述べたとおり、本件申請書類において、Ｎの檀信徒数は15 

６２６９名、本件納骨堂の格納基数は６１０１基であり、納骨壇数は

檀信徒数に見合うものとなっていることから、納骨壇数は檀信徒等の

数に応じたものであるといえる。 

したがって、この点に関する原告らの主張は理由がない。 

ウ 本件審査基準３－１(2)（付近の生活環境を著しく損なうおそれがないこ20 

と） 

(ｱ) 検討 

証拠（甲新１９、乙５、８、３７）及び弁論の全趣旨によれば、本件納

骨堂の建物は鉄筋コンクリート造の地上６階建てであり、その構造や外

観は一般的な鉄筋コンクリート造のビルと特に変わりはない上、焼骨を25 

納める納骨壇は建物内に設置され、本件納骨堂の外部から見通せない構
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造となっていることが認められる。また、本件納骨堂の出入口は全て施

錠付きであり、関係者以外がみだりに立ち入らないよう防犯対策が講じ

られている（前提事実(4)イ）。さらに、Ｎが２回にわたり行った周辺住

民に対する説明会における参加者の意見や、環境衛生監視課に提出され

た署名等に記載された意見は、工事による地盤沈下や日照の悪化、お経5 

の音や線香の匂いといった、公衆衛生とは直接関連しない生活環境の悪

化を抽象的に懸念するものや、納骨堂に対する主観的な嫌悪感を述べる

もの、本件納骨堂が営利目的である旨指摘するものなどであり（認定事

実カ、サ、シ）、公衆衛生の観点から生活環境の著しい悪化を具体的に

懸念する意見は見当たらない。加えて、Ｈ及びＩは、平成２９年１月２10 

３日、本件納骨堂の建設予定地を調査し、本件土地及びその周辺の人家

等の状況を実際に確認している（認定事実ケ）。 

以上によれば、大阪市長が、本件納骨堂は、周辺環境との調和が保て

るものであり、公衆衛生その他公共の福祉の見地より周辺住民の理解が

得られるなどとして、本件審査基準３－１(2)を充足するものと判断した15 

ことについて、裁量権の逸脱又はその濫用があったとは認められない。 

(ｲ) 原告らの主張について 

原告らは、本件細則が納骨堂経営許可の対象としているのは、いわゆ

る「寺院墓地」の経営であり、そして、宗教法人の経営する納骨堂が「寺

院墓地」である場合は、現に宗教法人が儀式行事等の宗教活動を行って20 

いる場所において当該宗教活動に付随して既に存在する境内地に寺院墓

地が設置又は拡張されている場合であるから、従前からその場所におい

て宗教活動が行われていることについて付近の生活環境上の利益の帰属

主体である周辺住民も一定の理解が存することを前提に、本件審査基準

３－１(2)が規定する「①周辺環境と調和が保てること」、「②公衆衛生25 

その他公共の福祉の見地より周辺住民の理解が得られること」が検討さ
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れることになる旨主張する。 

しかし、本件審査基準においては、経営主体として「宗教法人」のみ

ならず、「公益法人」や「財産区の墓地管理委員会」等の組織も挙げられ

ており（本件審査基準１）、本件審査基準が予定している納骨堂経営許

可の対象は「寺院墓地」の経営に限られるものではないと解するのが相5 

当であるから、納骨堂設置場所における従前の宗教活動の有無やそれに

対する周辺住民の理解の有無は、必ずしも本件審査基準３－１(2)の考慮

要素にはならないというべきである。 

したがって、この点に関する原告らの上記主張は理由がない。 

エ 本件審査基準３－１(3)（申請者が敷地の所有者であること）及び本件審10 

査基準３－１(4）（納骨堂を設置する土地については、申請者の所有とし

登記後６か月以上経過した境内地等であること）について 

(ｱ) 検討 

本件土地は、平成２８年４月２０日にＮが所有権を取得し、その旨の

登記がされ、同年１２月８日に地目が宅地から境内地に変更され、同月15 

１２日に地目変更登記がされている（前提事実(2)、(3)）ことから、本

件申請（平成２９年１月１７日）当時、Ｎが敷地の所有者であり、かつ、

所有権移転登記がされた後６か月以上が経過した境内地であると認めら

れ、本件審査基準３―１(3)(申請者が敷地の所有者であること)及び本件

審査基準３－１(4)（納骨堂を設置する土地については、申請者の所有と20 

し登記後６か月以上経過した境内地等であること）を満たす。 

したがって、大阪市長が、本件審査基準３―１(3)及び(4)について、

これらを充足すると判断したことには合理性があるものと認められる。 

(ｲ) 原告らの主張について 

ａ 原告らは、Ｎは平成２８年１２月８日に本件土地の地目を宅地から25 

境内地に変更したが、本件土地を取得した同年４月２０日以降、本件
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土地で宗教活動を行ったことはなく、登記記録上の地目が「境内地」

とされているにすぎず、実質的には「境内地」としての実体が欠けて

いた旨主張する。 

しかし、Ｎは、平成２８年１２月８日、大阪府知事から本件土地に

従たる事務所を置く旨のＮ規則の変更の認証を受けた上で、本件土地5 

の地目を境内地に変更しており（前提事実(3)、認定事実キ）、大阪府

による上記規則変更のための審査を受けていることに加え、実際にも、

Ｈ及びＩは、平成２９年１月２３日、本件土地等の調査に行き、本件

土地上に「Ｎｈ別院」の表札がある本件プレハブ建物が存在し、同建

物内に礼拝施設があることを確認している（認定事実ケ）。そうする10 

と、大阪市長が、本件土地が本件審査基準３－１(4)「境内地」に該当

すると判断したことには合理性があり、その判断に裁量権の逸脱又は

濫用があったとは認められない。 

したがって、この点に関する原告らの上記主張は理由がない。 

ｂ また、原告らは、本件審査基準３－１(3)、(4)を満たすというため15 

には、納骨堂設置予定地が、本件許可処分時のみならず、将来におい

ても第三者に譲渡され、又は抵当権等が設定されるおそれがないとい

うことが必要であると解すべきである旨主張する。 

しかし、将来において敷地が第三者に譲渡され、又は抵当権が設定

されるおそれがあるか否かを客観的に判断することは困難であり、本20 

件審査基準３－１(3)及び(4)の判断において、そのような事情を考慮

すべきであるとはいえない。また、その点を措くとしても、本件土地

は、Ｎが所有権を取得して以降、抵当権等の担保物権は設定されてお

らず、本件申請当時においても、抵当権等の担保物権は設定されてい

なかった（前提事実(4)イ(ｳ)）ことからすれば、本件許可処分当時に25 

おいて、本件土地が、将来第三者に譲渡され、又は抵当権が設定され
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るおそれがあったとは認められない。 

したがって、この点に関する原告らの主張は採用できない。 

オ 本件審査基準３－１(5)（納骨堂の設置場所は、法人の主たる事務所及び

礼拝施設等が存する境内地であること） 

(ｱ) 検討 5 

Ｎは、平成２８年１２月８日、大阪府知事から本件土地に従たる事務

所を置く旨のＮ規則の変更の認証を受けた上で、本件土地の地目を境内

地に変更し、同月１４日、本件土地を従たる事務所として登記している

（前提事実(3)、認定事実キ）。加えて、Ｈ及びＩは、平成２９年１月２

３日、本件土地等の調査に行き、本件土地上に「Ｎｈ別院」の表札があ10 

る本件プレハブ建物が存在し、同建物内に礼拝施設があることを確認し

ている（認定事実ケ）。 

したがって、大阪市長が、本件許可処分当時、本件土地は、「礼拝施設

等が存する境内地」であるといえるとして、本件審査基準３―１(5)を充

足すると判断したことには合理性があり、その判断に裁量権の逸脱又は15 

その濫用があったとは認められない。 

(ｲ) 原告らの主張について 

原告らは、従たる事務所と称する建物は、Ｎｈ別院との表札があるだ

けのプレハブ建築物にすぎず、本件プレハブ建物がＮの従たる事務所と

して登記されたのは本件申請の直前である平成２８年１２月１４日であ20 

ったこと、本件プレハブ建物は、後に建築基準法違反を理由として撤去

されたことからすれば、本件プレハブ建物は従たる事務所としての実体

が欠けていたというほかないから、本件審査基準３－１(5)の「主たる事

務所及び礼拝施設等が存する境内地」の要件を満たすものではない旨主

張する。  25 

しかし、上記(ｱ)で述べたとおり、Ｎは、大阪府知事から本件土地に従
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たる事務所を置く旨のＮ規則の変更の認証を受け、本件土地の地目を境

内地に変更し、本件土地を従たる事務所として登記しているのであるか

ら、従たる事務所である建築物が従たる事務所として登記された時期が

本件申請の直前であることや、プレハブ建築物であることをもって、「礼

拝施設等」に該当しないということはできない。また、本件プレハブ建5 

物が撤去されたのは、本件許可処分（平成２９年２月２７日付け）がさ

れた後である平成３０年３月２２日である（認定事実ス）ことから、こ

の事情は本件許可処分の適法性に影響を及ぼすものであるとはいえない

し、その後、本件土地上に本件納骨堂が建設されることも（前提事実(7)）、

当然に予定されていたものといえる。 10 

したがって、この点に関する原告らの主張は理由がない。 

カ 本件細則８条ただし書に係る原告らの主張について 

(ｱ) 原告らは、本件細則８条ただし書の該当性を判断するに当たって、申

請地において宗教活動の実績がないにも関わらず巨大な墓地等の経営が

計画されるなど特段の事由がある場合、周辺住民等の生活環境に影響を15 

及ぼすおそれが大きくなるので、これを許可する場合には、本件審査基

準にない事項についても調査し、個別具体的事情として考慮しなければ

ならない旨主張する。 

しかし、上記(3)エで述べたとおり、墓埋法１０条は、納骨堂等の経営

許可の判断に係る具体的な調査の方法・程度について、判断権者である20 

都道府県知事等の広範な裁量に委ねる趣旨であると考えられるところ、

本件審査基準にない事項を調査対象とするか否かについても、大阪市長

の広範な裁量に委ねられているものと考えられ、大阪市長に本件審査基

準にない事項について積極的に調査すべき義務があるとは認められな

い。 25 

したがって、この点に関する原告らの上記主張は採用することができ
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ない。 

(ｲ) 原告らは、本件納骨堂は、経営破綻の現実的な危険があり、経営の永

続性・非営利性が確保されていないことから、付近の生活環境を著しく

損なうおそれがないとはいえない旨主張する。 

しかし、上記ア(ｲ)ｂで述べたとおり、Ｎにつき、本件許可処分当時、5 

本件納骨堂の経営破綻の現実的危険性があったことを推認することはで

きないから、原告らの上記主張は、その前提を欠く。 

(ｳ) 原告らは、①自宅すぐ近くに大量の焼骨が設置されたことにより多大

な苦痛を感じていること、②参拝者が増える彼岸や長期休暇時には、大

人数の人が押し寄せ、地域に混乱が生じ、周辺地域のゴミが増えたり放10 

置されたりし、衛生面が悪化するおそれがあること、③本件納骨堂内で

使用される火気により火災が発生するおそれがあること、④本件納骨堂

周辺において不法駐車が増えるおそれがあることにより、周辺住民の生

活環境が悪化する旨主張する。 

しかし、上記①は、本件納骨堂に対する主観的な嫌悪感を述べるもの15 

にすぎず、本件納骨堂の存在自体に原告らが精神的に苦痛を感じること

があるとしても、そのことのみから「生活環境を著しく損なうおそれ」

があるとは認められない。また、上記②ないし④については、原告らの

主張するおそれはいずれも抽象的なものにすぎず、本件納骨堂の設置に

より、生活環境が著しく損なわれる具体的かつ現実的なおそれがあると20 

は認められない。 

したがって、この点に関する原告らの上記主張は理由がない。 

キ 小括 

以上によれば、本件申請は、本件審査基準１、３－１(1)～(6)をいずれ

も満たすものであり、本件細則８条ただし書の「生活環境を著しく損なう25 

おそれ」があるとはいえない場合に該当するものと認め、本件許可処分を
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した大阪市長の判断について、裁量権の範囲の逸脱又はその濫用があると

は認められないから、本件許可処分は適法である。 

 (5) 本件各変更許可処分について 

原告らは、本件許可処分が違法であることを前提に、本件各変更許可処分

が違法である旨主張する。 5 

しかし、上記(4)のとおり、本件許可処分は適法であり、他に本件各変更許

可処分に違法があることをうかがわせる事情はないから、本件各変更許可処

分は適法である。 

３ その余の原告らの主張も、上記認定判断を左右するものではない。 

４ 結論 10 

よって、原告らの請求は、いずれも理由がないからこれを棄却することとし、

主文のとおり判決する。 

大阪地方裁判所第２民事部 
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         裁判長裁判官  横 田 典 子 

 

裁判官太田章子及び裁判官橋本康平は、異動のため、署名押印することができな

い。 
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